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25年度
(計画策定時)

26年度 27年度 28年度

①
妊娠から出産及び産後の保健・医療サービスに
ついて満足している母親の割合
(健幸政策室アンケート)

74.7% 74.0% 78.0% 86.1% 80.0% 健幸政策室

② 合計特殊出生率 1.29 1.29 1.28 未算出 上昇させる
必要な統計が
未公表のため

こども・若者政策課

③ 乳幼児健康診査受診率 97.3% 98.4% 98.9% 98.6% 99.0% 健幸政策室

④
「子育てがしやすいまちだ」と思う市民の割合
(市民実感調査)

50.5% 51.5% 52.6% 49.6% 67.0% こども・若者政策課

⑤
「子育て支援が充実している」と思う市民の割合
(市民実感調査)

35.7% 29.7% 33.6% 28.0% 50.0% 子育て・家庭支援課

⑥ 保育所入所待機児童数 21人 31人 58人 32人 0人 こども育成課

⑦
児童扶養手当受給資格者に対する全部支給の
割合

57.5% 55.9% 54.9% 52.1% 43.7% 子育て・家庭支援課

評価指標値
31年度
(目標値)

川西市子ども・子育て計画　評価指標シート

評価指標名称 備考 担当所管



1.計画の体系

… ① P.１～

… ② P.4～

… ① P.4～

… ② P.5～

… ③ 教育・保育関係者の研修や連携等の充実 P.5～

… ① 多様な保育サービスの提供 P.6～

… ② 放課後児童対策の充実 P.7～

… ③ 子育てに関する相談・学習機会等の拡充 P.8～

… ④ 経済的な負担の軽減 P.10～

… ⑤ 特に支援を必要とする家庭への支援 P.11～

… ① 安心し過ごせる場の確保 P.15～

… ② 遊びや学びの機会の充実 P.16～

… ③ 様々な体験活動の提供 P.18～

… ① 子育てを支援するネットワークづくり P.19～

… ② 地域の子育て環境づくり P.21～

… ①

P.21～

… ① 子育てと仕事の両立の推進 P.22～

… ② 子育てと両立しやすい就労環境への啓発 P.23～

… ① 相談体制の充実 P.24～

… ② 児童虐待防止対策の充実 P.24～

… ① 子どもの交通安全を確保するための活動の推進 P.25～

… ② 子どもを犯罪や災害等の被害から守るための活動の推進 P.25～

３
次世代を育む若い世代への支援

２
子どもたちの相談・支援体制の充実

３
子どもの安全の確保

Ⅰ
親と子の
いのちと健康を
守る

１
親と子のいのちと健康を守る施策の充実

１
子どもの人権を尊重する社会づくり

Ⅳ
子どもの権利と
安全を守る

１
就学前の教育・保育環境の整備

２
さまざまな子育て支援施策の充実

1
子どもがのびのびと活動できる環境・機会の
充実

２
家庭・地域で子どもたちを育てるための体制づ
くり

４
子育てと仕事の両立の推進

Ⅱ
教育・保育・
子育て支援
サービスの
充実

子
ど
も
た
ち
が
夢
を
拡
げ

、
子
ど
も
と
お
と
な
が
育
ち
合
う
ま
ち
づ
く
り

家庭や子どもを生み育てることの意義に関する教育・啓発の推進

母子保健サービスの提供

性に関する正しい知識の普及

就学前教育・保育環境の整備

市立幼稚園・保育所の耐震・老朽化対策

子ども参加・参画をすすめる施策の展開

子どもの視点

家庭の視点

地域の視点

仕事と生活の
調和を実現する
視点

すべての子ども
と家庭への支援
の視点

P.23～

Ⅲ
子どもたちを
家庭・地域で
健やかに育む

… ①



２.事業実績評価の概要

評価区分 内容 件数 割合

◎ 良好 67件 31%

○ 概ね良好 131件 60%

△ 課題有 19件 9%

× 課題多し 0件 0%

1件 0%

計218事業

P.２
Ⅰ-１-①№
15

P.19
Ⅲ-１-③№
９

P.４
Ⅰ-１-①№
28

P.３
Ⅰ-１-①№
20

P.19
Ⅲ-１-③№
11

P.４
Ⅰ-１-①№
29

P.３
Ⅰ-１-①№
21

P.19
Ⅲ-１-③№
13

P.４
Ⅰ-１-①№
30

P.４
Ⅱ-１-①№
３

P.20
Ⅲ-２-①№
８

P.４
Ⅰ-１-①№
31

P.５
Ⅱ-１-③№
１

P.21
Ⅲ-２-①№
12

P.11
Ⅱ-２-④№
10

P.７
Ⅱ-２-①№
10

P.21
Ⅲ-２-②№
１

P.８
Ⅱ-２-②№
５

P.21
Ⅲ-２-②№
２

P.14
Ⅱ-２-⑤№
20

P.23
Ⅲ-４-②№
２

P.21
Ⅲ-２-②№
４

P.14
Ⅱ-２-⑤№
22

P.23
Ⅲ-４-②№
３

P.15
Ⅲ-１-①№
７

きんたくんエンゼル積立支援制度

廃止等

児童発達支援事業

読書支援事業

一時預かり事業（幼稚園型）

留守家庭児童育成クラブの開所時間の拡
充

潜在看護師復職支援事業

すくすくベビールームの設置

子育てバリアフリーの推進

放課後等デイサービス事業 特定事業主行動計画の策定

ボランティア活動センター事業

２歳児のびのび教室

図書館運営事業

新規事業名

不育症治療支援事業

評価△の事業名

就学前児の通園（所）施設と小学校の連
携推進

運動発達に関する相談

４歳児・５歳児歯科健診

地域型保育事業施設整備事業

小学生と子育て親子の交流

消費者啓発事業

子ども・若者支援地域協議会運営事業

廃止等事業名

幼児２人同乗用電動自転車貸出事業

１歳児親子歯科健診

２歳６か月児、３歳６か月児歯科健診

プレママ＆パパの離乳食教室



コメント 指標 数値

1
母子健康手帳の交
付

妊娠・出産・親になることに主体的に取り組め
るよう母子健康手帳を交付し、支援する。

健幸政策室 ◎
妊娠届出数1,068の内、妊娠11週
未満の届出が95.0％と初期に届
出されている割合が高い。

交付数 1,068人 1,100人

2
妊婦健康診査費助
成事業

妊婦健康診査費用の一部を助成する。 健幸政策室 ○
助成上限額を80,000円とし、経
済的負担を軽減し、早期から適
切に積極的な受診を勧奨した。

新規助成者数 1,157人 1,182人

3 妊婦歯科検診事業
妊娠期間中に１回、市内歯科医師会会員診療所
で無料で歯科検診を実施する。

健幸政策室 ○

上記助成申請時に保健師から案
内している。妊娠中の口腔の健
康の重要性を伝えられるよう、
PR方法を検討する必要がある。

受診者数 246人 248人
助成申請者数1,157
人

4 妊婦への面接指導

妊娠届出や妊婦健康診査費助成申請時等に相
談、保健指導を行う。また、支援を要する妊婦
や家庭を早期に把握し、必要時には関係所管と
連携し、妊娠期からの支援を行う。

健幸政策室 ◎

保健師等がほぼ全ての妊婦に面
接することができた。また必要
時には関係所管と連携し、妊娠
期からの継続支援を行った。

妊婦面接数 1,294人 1,377人

5
マタニティマーク
の普及・啓発

母子健康手帳交付時にマタニティキーホルダー
等を配布するとともに、市のホームページ等に
より、市民への周知、啓発に努める。

健幸政策室 ○

キーホルダーの配布のほか、市
内の全世帯配布の健康づくり事
業のご案内にマークを掲載し、
周知に努めている。

キーホルダー
配布数

1,068個 1,100個

6 妊娠中の学習会

出産の準備、沐浴実習、歯周病予防等の学習会
を実施する。妊娠期からの仲間づくりにつな
げ、子育て期の孤立や育児不安の軽減を図る。
また、父親の育児や家事への参加意欲の向上に
努める。

健幸政策室 ○

妊娠期からの仲間づくりをし、
子育て期の孤立や育児不安の軽
減に努めた。
母親学級36回392人、両親学級8
回224人、プレママ＆パパの離乳
食教室6回26人

延べ参加者数 642人 735人

7 妊婦への訪問

妊婦の要望に応じて、出産に関する相談や保健
指導を家庭に訪問して行う。また、必要により
関係機関と連携し、妊婦とその家族を支援す
る。

健幸政策室 ○
妊娠期から必要に応じて家庭訪
問を行い、安心して出産が迎え
られるよう支援に努めた。

妊婦訪問件数 58件 44件

8 早期の養育支援
妊娠から出産・育児について、養育上の支援を
要する家庭を早期に把握し、適正なフォローに
努める。

健幸政策室 ◎

関係機関と連携が必要な対象者
について、子育て部門と連携
し、切れ目ない支援を図るため
の会議を実施した。

推進 推進 推進

9
新生児等への訪問
指導

新生児・母の心身の健康管理・保持増進のた
め、希望のある方や必要な方へ家庭訪問を行
い、産後の生活や育児に関し必要な保健指導を
行う。

健幸政策室 ○
新生児等への訪問指導を行い、
育児不安の軽減等に努めた。

訪問件数 1,146件 1,373件

①

川西市子ども・子育て会議　事業実績評価シート

基
本
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標
Ⅰ

備考事業概要 担当所管
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28年度評価に対するコメント
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10 乳幼児健康診査

小児の健康の保持増進のため、疾病または異常
の早期発見に努めるとともに、身体的発育及び
精神的発達ならびに社会適応に関する指導や相
談を行い、支援する。（４か月児・10か月児・
１歳６か月児・３歳児健康診査）

健幸政策室 ○

4か月児健康診査97.2％
10か月児健康診査95.8％
1歳6か月児健康診査96.3％
3歳児健康診査95.6％
未受診児については、訪問等に
より、状況把握に努めた。
（No.11参照）

状況把握率 98.6% 98.9%

11
乳幼児健康診査未
受診児への訪問

各種乳幼児健康診査未受診児に対して訪問を実
施する。また、３歳児健康診査未受診児につい
ては、地域の主任児童委員の訪問協力も得て実
施する。訪問しても会えないなど必要時には、
関係機関とも連携し状況把握に努める。

健幸政策室 ○
乳幼児健康診査未受診児につい
て、訪問等により状況把握に努
めた。

推進 推進 推進

12
支援を要する母子
への保健指導

未熟児訪問指導等の新たな業務を適正に実施す
るとともに、支援を要する乳幼児及び保護者へ
の保健指導等の体制を充実する。

健幸政策室 ○

未熟児訪問指導を実施した対象
児について、医師に相談する機
会を持ち、支援の充実を図って
いる。
未熟児訪問指導48件
未熟児訪問指導相談3回実施44件

推進 推進 推進

13
未熟児養育医療制
度の自己負担金

母子保健法に基づく未熟児養育医療制度につい
て、保護者の自己負担金相当分を市が負担す
る。

健幸政策室 ○
未熟児養育医療制度について、
保護者の自己負担金相当分を市
が負担した。

養育医療費支出延
べ人数

84人 48人

14 赤ちゃん交流会

親子で気軽に集え、相談できる場として、地区
の公民館で赤ちゃん交流会を開催し、保健師に
よる育児相談とともに、地域の方々や活動グ
ループの協力を得て、体操等を行う。

健幸政策室 ○

親子で気軽に集え、相談できる
場として、地区の公民館等で赤
ちゃん交流会を開催した。
8か所67回延べ560人

延べ参加者 560人 645人

15
運動発達に関する
相談

子どもの運動発達に関する相談に対して、医師
の診察所見に基づいて、運動発達を促す遊びや
体操等自宅で行えるような関わり方の指導を行
う。

健幸政策室 △

個々の運動発達の状況に合わせ
た指導に努めた。今後、対象者
の実情に合わせて内容や回数等
検討する必要がある。

実施回数 4回 3回

16
幼児精神精密健康
診査

医師等による発達相談、助言により、幼児の健
全な発達を促します。必要に応じて、療育機関
等を紹介する。

健幸政策室 ○

医師等による発達相談、助言に
より、幼児の健全な発達を促す
ことに努めた。また、必要に応
じて、療育機関等を紹介した。

相談件数 132人 151人

17
就学までの継続支
援

３歳児健康診査の終了後においても、関係機関
や関係所管と連携しながら、相談体制や相談内
容の充実に努め、子どもの成長に応じた支援を
行う。

健幸政策室 ○
3歳児健診終了後も必要に応じて
関係機関と連携し、子どもの成
長に応じた支援に努めている。

推進 推進 推進

18
母子保健管理シス
テムの構築

より的確で適正な保健指導を行うため、妊産婦
から乳幼児にかかる情報を一元化する母子保健
管理システムを導入する。

健幸政策室 ○

母子保健管理システムにより妊
娠期から乳幼児期に係る情報を
管理し、事業評価等に活用して
いる。

推進 推進 推進

6 



19
もぐもぐ離乳食教
室

離乳食指導や試食、歯科健康教育により、乳幼
児の食べる力を育てるための支援をする。

健幸政策室 ○

市民の要望により第2子以降の家
庭も受け入れている。
試食提供について地域の担い手
の維持が難しくなってきてい
る。

参加者数 171人 204人

20
２歳児のびのび教
室

育児や栄養の情報提供、歯科チェックの実施に
より、子どもの健やかな成長をめざす。

健幸政策室 △

歯みがき嫌いな時期であること
から生活習慣の見直しなどに重
点を置いている。また1.6歳児健
診からのフォローとしての位置
づけもあるため、受診率の大き
な変動はないもののさらにＰＲ
に努めたい。

参加者数 499人 554人

21
４歳児・５歳児歯
科健診

歯科健診とあわせて、生活習慣の見直しや永久
歯のむし歯予防等、健全な永久歯列の育成に向
けた支援をする。

健幸政策室 △

受付時間を少し遅くするなど参
加しやすいようにしたが、低年
齢から歯科医院での定期健診を
受けるなど、年齢があがるにつ
れ、参加者が少なくなる。内容
の工夫などが必要である。

参加者数 274人 313人
事業名変更
5歳児追加

22
阪神北広域こども
急病センター

夜間・休日での子どもの初期救急対応として、
阪神北広域こども急病センターでの診療や電話
による小児救急医療相談の周知を図る。

健幸政策室 ○
阪神北広域こども急病センター
の周知・普及に努めるとともに
医療体制の維持に努めた。

市民延べ受診者数 4,387人 4,666人

23
２次救急医療の確
保

「２次救急医療」については、市内及び阪神北
圏域での病院群輪番制を維持し連携を継続す
る。

健幸政策室 ○
県等と連携しながら、阪神北圏
域内における小児2次救急医療体
制の維持に努めた。

推進 推進 推進

24
かかりつけ医等の
普及と定着

市広報誌の活用をはじめ、かかりつけ医等の医
療マップの作成、インターネットによる情報発
信等、様々なＰＲ媒体による広報活動に努め
る。

健幸政策室 ○
市広報誌や市ホームページ等に
より、市民への周知を図った。

推進 推進 推進

25
定期予防接種の推
進

国における定期予防接種化等の制度変更に適切
に対応するため、接種機関の確保等の体制づく
りとともに、市民への周知を図る。

健幸政策室 ○

国の制度変更等に適切に対応し
ながら、定期予防接種を安全に
受けられるような環境の確保に
努めるとともに、市民への周知
を図った。

延べ接種人数（乳
幼児）

24,042人 22,219人

26
助産施設入所委託
事業

妊産婦が保健上必要があるにも関わらず、経済
的な理由により入院し助産を受けることができ
ない場合、助産施設において助産を受けさせ
る。

子育て・家庭
支援課

◎
妊婦にとって適切な助産施設を
紹介し、安心して出産できるよ
うサポートした。

助産施設入所人数 4人 1人

27
産科医療の環境整
備

妊産婦及び新生児の医療を担う中核病院とし
て、妊産婦が安心して安全なお産ができるよ
う、適切な医療の提供を行う。

市立川西病院 ○

出産件数については減少してい
るものの適切な医療の提供を
行った。また、平成28年度か
ら、出産費用の減額改定を行っ
ており、引き続きより多くの方
に利用してもらえるように取り
組む。

出産件数 160件 166件
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28
不育症治療支援事
業

不育症についての検査及び治療費の一部を助成
する。

健幸政策室 ○

不育症についての検査及び治療
費について保護者の自己負担分
の一部を市が負担し、経済的負
担を軽減した。

不育症治療費支出
延べ人数

１人 28年度新規事業

29
１歳児親子歯科健
診

子どもと保護者の歯科健診、歯科保健指導（実
習）、栄養指導、離乳後期の味つけ(お味噌汁の
試飲）など、成長の変化や個人差の大きい時期
の子育てをサポートする。

健幸政策室 ○

徐々に定着しつつある。保護者
（母親）が妊娠以来受診できて
いない人が多いため、受診の
きっかけとなっている。

参加者 318人 28年度新規事業

30
２歳６か月児、３
歳６か月児歯科健
診

乳幼児健診と乳幼児健診の間の時期に、歯科健
診、歯みがき練習、個別指導を実施すること
で、妊娠期からの口腔の発達に合わせた、切れ
目のない支援を行い、健全な口腔の育成のサ
ポートをする。

健幸政策室 ○

2歳児のびのび教室や3歳児健診
時にPRし受診票の配布をしてい
る。
3歳6か月児の受診が徐々に増え
てきているようである。

参加者 230人 28年度新規事業

31
プレママ＆パパの
離乳食教室

情報が氾濫する離乳食についての基本と、赤
ちゃんの食べる姿勢などを、児童が生まれて慌
ただしくなる前の妊娠中の父母を対象に、実習
をメインとして学ぶ教室。

健幸政策室 ○

初年度は内容検討を踏まえたプ
レ実施として隔月開催だった
が、周知不足否めず。H29以降は
毎月開催とするとともに、他事
業での周知に努める。

参加者数 26人 28年度新規事業

②

1
教育研究事業（性
に関する研修・人
権研修）

「性教育の指導の手引き書」（小・中学校編）
を参考に、人権尊重の観点から性教育を推進す
る。

学校指導課 ○

「性教育の指導の手引き書」
（小・中学校編）を参考に、人
権尊重の観点から性教育を推進
した。

人権研修
実施回数

2回 2回

1 保育所整備事業
保護者の就労等により、保育を必要とする児童
が入所する民間認可保育所の整備に対し補助を
行う。

こども・若者
政策課

○

幼保連携型認定こども園の新設
整備を行うとともに、既存の保
育所型認定こども園の自主財源
による定員増が図られた。

利用定員
増加数

100人 6人

2
認定こども園整備
事業

保護者の就労状況等に関わらず、児童に教育・
保育を提供する認定こども園の普及を図るた
め、既存施設からの移行を中心として、必要な
施設の整備に対し補助を行う。

こども・若者
政策課

◎

選考部会にて、決定した整備法
人と協議を行い、平成29年度4月
開園に向けて、認定こども園の
整備を進めた。

利用定員
増加数

117人 0人

3
地域型保育事業施
設整備事業

保護者の就労等により保育を必要とする０～２
歳の児童に対して保育を実施する、地域型保育
事業の施設整備に対し補助を行う。

こども・若者
政策課

△

地域型保育事業を実施する事業
者の募集・選考を行い、当年度
においては、1地区の募集に対
し、1事業者からの応募があった
が、該当事業者としては選考さ
れなかった。

利用定員
増加数

0人 38人

4
地域型保育事業等
への移行支援

川西市地域保育園をはじめ、市内の認可外保育
施設が地域型保育事業や認可保育所等へ移行す
る際に必要な支援を行う。

こども・若者
政策課

○
認可外保育施設1園が、小規模保
育事業へ移行した。

利用定員
増加数

19人 0人

基
本
目
標
Ⅱ

施
策
の
方
向
１

①
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1
保育施設の安全確
保と設備の充実

施設の安全の確保及び保育の環境を改善するた
めに、保育所の施設の改修や備品の充実に努め
る。必要な場合、市立保育所の耐震補強を実施
するとともに、大規模改修について検討する。

こども育成課 ○
施設の安全確保及び保育環境を
改善するための修繕や備品購入
に努めた。

保育所数 8所 8所

2
教育施設耐震化事
業

耐震診断の結果、耐震補強が必要な学校園施設
について、順次、耐震補強工事を実施する。

公共施設
マネジメント室

○

「川西市子ども・子育て計画」
に基づき、川西南中学校区のこ
ども園の設計、川西中学校区の
こども園計画を公共施設等再配
置計画に盛り込むことができ、
幼稚園の未使用化等で実質的な
耐震化を進めた。

幼稚園の耐震化率 70% 70%

3
市立幼稚園・保育
所の再編・一体化
基本方針・方策

市立幼稚園・保育所における、施設の耐震・老
朽化対策及び、待機児童の解消や幼稚園の入園
児童数の減少等の課題へ対応する、「市立幼稚
園・保育所の再編・一体化基本方針・方策」に
基づき、各施設や地域の状況に応じた方策を検
討・実施する。

こども・若者
政策課

○

基本方針・方策に基づき各事業
の推進を図った。
川西南中－新設園等の設計
川西中－整備用地の検討・決定
東谷中－新設園の設計・工事発
注
緑台中－施設整備補助・県認可

推進 推進 推進

こども育成課 ○

保育所保育士と幼稚園教諭の職
場体験を目的とした交流体験研
修を実施した。子ども理解や保
育観の違いなどについて気付く
ことができた。小学校との交流
活動や情報交換は幼稚園・保育
所とも積極的に遂行できた。

交流体験研修職員
参加人数

66人 19人

学校指導課 △

就学前・小の連携においては、
校区人権研修会、給食試食会や
行事の交流などの連携を継続し
て行っているが、今後は、育ち
や学びの連続性をふまえて接続
を確かなものにしていきたいと
考える。

「就学前小中連携
推進事業」報告書

・給食試食会
実施幼稚園数
9園
・行事の交流
実施幼稚園数
9園

・給食試食会
実施幼稚園数
9園
・行事の交流
実施幼稚園数
9園

2
保育の質の向上に
向けた研修等の充
実

保育に必要な知識と技術を身につけるねらいや
目的に応じて体系的な研修を実施し保育の専門
性を高める。さらに保育指導専門員による実地
研修や、保育の質を定期的・継続的に検討を重
ねるため職員及び保育所の自己評価の取り組み
を浸透させ、具体的に進める。

こども育成課 ○

時代の変化に対応できる知識と
技術の習得に努め、保育指導専
門員の派遣を含め、体系的な研
修会を実施した。さらに、自己
評価することを通して、その専
門性の向上及び保育の質の向上
や保育実践の改善に努めた。

研修会実施
回数

58回 48回

3 教育研究事業

教育に関する課題について、基本研修・専門研
修・課題別研修等を実施し、教職員の資質の向
上を図る。また、子ども理解を中心とした市民
向けのオープン講座を実施し、学校教育に関す
る今日的課題について広く理解を求めるととも
に、地域や家庭との連携を深める。

学校指導課 ◎

様々な教育課題の解決に資する
ため、教職員の資質向上を図
り、学び続ける教職員の支援に
努めた。今後も内容を精査しな
がら事業を継続していく。

研修講座数 70講座 69講座
うちオープン講座3
回

③

就学前児の通園
（所）施設と小学
校の連携推進

②

就学前の教育・保育施設として、保育所・幼稚
園等の施設間の実践交流、研究を深めていく。
また、小学校との交流活動や情報交流等の連携
をより一層推進するとともに、アプローチカリ
キュラムやスタートカリキュラムの検討を進
め、育ちや学びの連続性・一貫性を確かなもの
とし、就学前児童の通園（所）施設から小学校
への円滑な接続を図る。

1
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4
教育研究事業（男
女平等教育研修）

研究校園を指定し、川西市男女平等教育ガイド
ライン「かがやき～すべての子どもたちのしあ
わせを願って～」に基づいて、男女平等教育を
推進するとともに、教職員の資質向上を図る。
指定校園の研究の成果を研究発表として公開
し、男女平等教育への理解と意識の高揚を図
る。

学校指導課 ◎

清和台中学校を研究校として指
定し、男女平等教育を推進し
た。2月6日に公開授業ならびに
事後研究会を実施し、教職員の
資質向上を図るとともに男女平
等教育への理解と意識の高揚が
図れた。

指定校園数 1校園 1校園

5
教育研究事業（子
ども理解オープン
講座）

保育や子育て支援の質的向上に向けた研究・研
修を、教員とともに市民も対象に実施する。

学校指導課 ○
不登校やインターネットトラブ
ルなど今日的課題についての研
修を実施した。

講座数 3講座 4講座

1 通常保育事業
保育を要する児童を保育所に入所させ、養護と
教育を一体的に行う。

こども育成課 ○
保育を要する児童を保育所に入
所させ、養護と教育を一体的に
実施した。

入所定員 1,825人 1,776人

2 乳児保育事業
新規に開設する保育所等において乳児保育を実
施し、乳児の定員の増加を図る。

こども育成課 ○

生後57日目から受入可能な乳児
保育を実施し、6か月児からと併
せて12施設の認可保育所で実施
したのに加え、認定こども園で
も乳児保育を実施した。

0歳児の
乳児定員

153人 140人
平成28年4月1日現
在

3
産休明け乳児保育
事業

市立保育所において、乳児の受入れを生後６カ
月から産休明け（出生後57日から）に対象の拡
大を図る。

こども育成課 ◎
川西北・小戸・中央の3か所にお
いて、産休明け保育事業を実施
した。

実施
保育所数

3所 3所

4 低年齢児保育事業
入所待機児童の多い３歳未満児について、民間
保育所の整備等に合わせ受入枠の拡大を図る。

こども育成課 ◎
小規模保育施設を2か所整備し、
受入れ枠の拡大を行った。

3歳未満児の待機児
童数
（平成29年4月1日
現在）

35人 32人

5 延長保育事業
市立保育所と民間保育所において、午後７時も
しくは午後８時までの延長保育を実施する。

こども育成課 ○
新設保育園等で実施し、継続的
な推進を図る。

実施
保育所数

25所（園） 24所（園）
認定こども園、小
規模保育事業所含
む

6 休日保育事業
日曜・祝日等においても保育を必要とする児童
を対象に、保育所において保育を実施する。

こども育成課 ○
日曜・祝日等においても保育に
欠ける児童を対象に保育所にお
いて保育を実施した。

延べ
利用者数

141人 219人

7 障がい児保育事業
専門機関や入所検討会等の所見を踏まえなが
ら、保育所において障がい児保育を実施する。

こども育成課 ○
専門機関や入所検討会などの所
見を踏まえながら、保育所にお
いて障がい児保育を実施した。

実施保育
施設数

18所（園） 18所（園）

8
病児・病後児保育
事業

保護者が安心して働けるよう、病気(安定期・回
復期）の児童（小学校３年生まで）への保育を
実施し、子育てと就労の支援をするとともに児
童の健全な育成を図る。

こども育成課 ○
平成26年度から、1箇所で実施し
ている。

件数 184件 212件

①施
策
の
方
向
２
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9
一時預かり事業
（一般型）

家庭において保育を受けることが一時的に困難
となった乳幼児を、主に昼間において保育所等
で一時的に預かり、必要な保護を行う。

こども育成課 ○

核家族化などから、さまざまな
事情により、一時的な保育が必
要の需要が見込まれることか
ら、事業の拡大が必要である。

実施
保育所数

12所（園） 12所（園）

10
一時預かり事業
（幼稚園型）

幼稚園・認定こども園の在園児を対象に、家庭
において保育を受けることが一時的に困難と
なった児童を預かり、必要な保護を行う。

こども育成課 △

核家族化などから、さまざまな
事情により、一時的な保育が必
要の需要が見込まれることか
ら、事業の拡大が必要である。

実施園数 8所（園） 10所（園）

11
認可外保育所の支
援

認可外保育所の運営の安定化と保育の質的確保
を図るため、保育所に助成金を交付するととも
に、認可保育所への移行を支援する。

こども育成課 ○
認可外保育所については、入所
児童数に応じて助成金を交付し
た。

対象施設数 5所（園） 5所（園）

12
子育て家庭ショー
トステイ事業

児童を養育している家庭の保護者が、社会的な
事由等により養育が一時的に困難になった場
合、児童福祉施設において一定期間、養育・保
護する。

子育て・家庭
支援課

◎

保護者の要望に寄り添いなが
ら、児童福祉施設と連携し、児
童の養育を行うとともに、母親
等の子育ての負担軽減を図っ
た。

延べ利用日数 330日 73日

13
ファミリーサポー
トセンター運営事
業

会員の拡大や相互援助活動の調整に努め、子育
てに関する相談、会員に対する講習会、交流会
の開催等を猪名川町と共同して実施する。ま
た、地域で取り組む子育て事業との連携を図
り、近隣市町との連絡調整に努める。

子育て・家庭
支援課

○

保育所の迎えと預かり、習い事
の送迎など子育て家庭の様々な
要望に対して協力会員が援助活
動を行った。

延活動件数 3,148件 2,645件

1 放課後子ども教室

各小学校区の実行委員会が小学生を対象に放課
後や夏休み等に様々な体験活動を行う放課後子
ども教室事業を支援する。また、市放課後子ど
もプラン運営委員会を開催し、放課後児童対策
事業の効果的な運営方法を検討する。

地域こども
支援課

◎

全体を通して実施日数や教室数
は増加しており、それに伴って
参加のべ人数も年々増えている
ため、放課後の安全・安心な居
場所づくりが促進できている。

実施日数 1,410日 1,341日

2
放課後子ども総合
プランの推進

「放課後子ども総合プラン」に基づいて、各小
学校区に開設している放課後子ども教室の活性
化、留守家庭児童育成クラブとの連携、小学校
施設の有効活用、及びこれらの推進にかかる連
携体制に関し具体的な方策を検討・推進する。

地域こども
支援課

◎

平成27年度より進めてきた育成
クラブとの連携推進により、平
成28年度は全小学校区において
留守家庭児童育成クラブとの一
体化を達成できた。

小学校区 16小学校区 15小学校区

3
留守家庭児童育成
クラブ環境整備事
業

児童の健全育成において、適正な環境で留守家
庭児童育成クラブを運営するため、大規模クラ
ブの分割や施設の増改築等を行い、運営や施設
等の環境を整備する。

地域こども
支援課

○

クラブの分割や増築は行わな
かったが、学校の耐震工事に伴
い教室の整備や空調の修繕を行
い、児童が適正な環境で生活で
きるよう努めた。また、クラブ
の増設に向けて施設面での検討
を行った。

増設クラブ数 0クラブ 5クラブ

4
留守家庭児童育成
クラブ事業

小学校の余裕教室等を利用し、放課後や土曜
日、長期休業中に家庭で適切な保育を受けるこ
とのできない小学校児童に対して、家庭的な雰
囲気の中で、遊びと生活の場を提供する。

地域こども
支援課

○

平成28年度より対象学年が5年生
までになったことから待機児童
数は減少しなかったが、夏季休
業中の臨時受入を実施し、待機
児童への対応とした。また、待
機児童解消のため、民間事業者
の参入や公設クラブの新設を決
定した。

待機数 113人 73人
平成29年5月1日時
点

②
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5
留守家庭児童育成
クラブの開所時間
の拡充

保護者の勤務等の理由により午後５時以降の育
成クラブ利用が必要である児童の延長育成や、
土曜日及び長期休業期間中の開所時間について
拡大を図る。

地域こども
支援課

△

長期休業中、土曜日の開所時間
の拡大には至っていないが、指
導員の確保は進めている。
平日の延長育成については、継
続して行っている。

閉所時間 18時30分 18時30分

6
留守家庭児童育成
クラブ職員に対す
る研修

月１回行う「嘱託員研修」と兵庫県学童保育協
議会が実施する研修講座への指導員の派遣等を
行い、職員の質の向上を図る。

地域こども
支援課

◎

嘱託指導員研修や兵庫県学童保
育協議会が実施する研修講座に
加えて、市独自の研修会も年間
４回実施することができた。

回数 18回 16回

1
こんにちは赤ちゃ
ん事業

生後４か月までの乳児がいる家庭を保育士の資
格を持った職員が訪問し、子育てについての不
安や悩みを聞き、子育てに関する情報を提供す
る。

子育て・家庭
支援課

◎

訪問家庭に寄り添い、的確に子
どもに関する情報（赤ちゃん交
流会やプレイルーム、救急診療
所、保育所等）を届けることが
できた。

訪問率 86.6% 90.1%

2
ブックスタート推
進事業

保健センターの10か月健康診査時に保育士が出
向き、本の紹介や読み聞かせを行う。

子育て・家庭
支援課

◎

10ヶ月検診時の読み聞かせをは
じめ、こんにちは赤ちゃん事業
で、絵本のプレゼントを行い、
赤ちゃんと保護者が絵本を介し
て心触れ合う時間をもつきっか
けとなった。

絵本配布数 921冊 978冊

3
親子の絆づくりプ
ログラム“赤ちゃ
んがきた!”

生後２か月から５か月までの第一子を持つ母親
が、子育て力をつけ生き生きと子育てができ、
心身とも健康な子どもを育てられるよう、親子
の絆づくりプログラム“赤ちゃんがきた！”を
開催する。

子育て・家庭
支援課

◎

4回の連続講座開催で、母親同士
の仲間づくりができ、育児につ
いての知識も広がり、子育てに
ついての自信をつけてもらうこ
とができた。

開催回数 2クール 5クール

4
育児支援家庭訪問
事業

児童の養育について支援が必要でありながら、
積極的に自ら支援を求めることが困難な状況に
ある家庭に、過重な負担がかかる前に保健師や
保育士等を派遣し、養育上の諸問題の解消を図
り、家庭の養育力の育成及び向上を支援する。

子育て・家庭
支援課

○
家庭訪問し、適切な指導や支援
を行うことで、養育上の困難さ
が軽減できた。

訪問件数 60件 51件

5
産後ヘルパー派遣
事業

出産後６か月以内で、体調不良等のため家事や
育児を行うことが困難で、日中家族の支援を受
けることが困難な場合、家事や育児の支援を行
う。

子育て・家庭
支援課

◎

出産後6か月以内の家庭に家事や
育児の支援を行うことにより、
保護者の負担を軽減し予防的な
措置をとることができた。

派遣回数 67回 47回

6
家庭児童相談室運
営事業

18歳以下の子どもを養育している家庭の相談に
応じる。また、研修会への参加等により、家庭
児童相談員の資質向上を図るなど、相談体制の
充実に努める。

子育て・家庭
支援課

○

関係機関と連携をとりながら、
家庭訪問や相談対応に努めてい
るが、相談内容の複雑化、深刻
化、長期化傾向により、相談件
数は増加した。

相談延件数 5,771件 5,699件

③

12 



7
利用者支援事業の
実施

子ども及びその保護者等が教育・保育施設や地
域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよ
う、身近な実施場所（地域子育て支援拠点等）
で情報収集と提供を行い、必要に応じ相談・助
言を行うとともに、関係機関との連絡調整を実
施し支援する。

こども育成課 ○

施設見学等を基に子育て支援事
業・保育施設に関する情報提供
を行うことができた。子どもの
発達面での不安やDVによる保育
所入所の相談等に関しては、関
連機関と連携して対応できた。

窓口及び
電話相談

2793件
1,812件
(8月～)

子育て・家庭
支援課

◎

市内3か所にプレイルームを設置
し、北陵・清和台・けやき坂各
公民館で出張プレイルームを実
施し、地域の子育て支援に努め
た。

プレイルーム設置
個所数

6か所 6か所

こども育成課 ○

地域子育て支援拠点「アップル
みなみ」「アップルちゅうお
う」「アップルただ」「タブリ
エ」において、子育て中の親子
の交流促進や育児相談を行い、
子育て家庭を支える取り組みの
充実を図った。

平均利用家庭数／
日

アップルみな
み…9.4組
アップルちゅ
うおう…11.8
組
アップルただ
…23.0組
タブリエ…
11.2組

アップルみな
み…14.4組
アップルちゅ
うおう…9.7
組
アップルただ
…23.0組
タブリエ…
11.4組

9
地域子育て支援拠
点事業の拡充

地域子育て支援拠点施設を市内中学校区単位で
設置する。

子育て・家庭
支援課

○
平成29年度から緑台中学校区で
新規拠点が予定され、引き続き
拡充に取り組んでいる。

新規拠点施設設置
数

1か所 0か所

10
（仮称）こども・
若者プラザの整備

子育て家庭・若者支援に関する市の拠点となる
施設として（仮称）こども・若者プラザを整備
し、（仮称）地域子育て支援ルームにおいて、
子育て親子に対して、交流の場や相談、講習
会、一時預かり事業を行う。

子育て・家庭
支援課

○
庁内連携会議を開催し、事業内
容・実施体制等について協議し
た。

整備状況 推進中 推進中

11 赤ちゃん交流会

地域子育て支援拠点において、０歳児親子の交
流会を開き、手遊びや絵本の読み聞かせなどを
行うほか、子育てについて話し合う機会を提供
する。

子育て・家庭
支援課

◎

母親同士の交流を通して、仲間
づくりを推進することにより、
子育ての悩みや不安の軽減を
図った。

開催回数 111回 105回

12 多胎児交流会
多胎児をもつ親同士の交流の場として、手遊び
や絵本の読み聞かせ、先輩ママからのアドバイ
ス等を行う。

子育て・家庭
支援課

◎

先輩ママや子育て支援員、助産
師によるアドバイスやフリー
トークは育児不安の解消につな
がった。

開催数 12回 12回

13
幼児クラブ（未就
学児対象）

久代児童センターにおいて、親子教室、プール
での水遊び（夏期）、季節ごとの行事、交通安
全指導、赤ちゃん交流会、４歳児ひろば、まち
の子育てひろば（遊び場の開放・相談）等を実
施する。

子育て・家庭
支援課

◎
利用者のニーズを把握するとと
もに、メニューの充実に努め
た。

人数 4,858人 6,418人

14
かわにし子育て
フェスティバル

子育てに関わる機関・団体が一堂に集まり、お
もちゃづくりや人形劇、子育てサロン等を通じ
て、子育て情報の提供を行い、楽しい子育てを
応援する。

子育て・家庭
支援課

◎

平成28年度もアステホールで開
催し、各機関・団体の連携が図
られ、来場者に子育て情報を提
供できた。

参加者数 771人 793人

8
地域子育て支援拠
点事業

親子の交流の機会や子育て関連情報を提供する
とともに、保育士や相談員が子育ての不安や悩
みなどの相談に応じる。また、地域に出向いて
地域支援活動も併せて行う。

13 



15
子育て講座等の開
催

親子で参加し楽しめる講座や、父親が参加しや
すい講座、妊婦や０歳児とその保護者を対象に
したファミリーコンサート等を開催し、楽しい
子育てを支援する。

子育て・家庭
支援課

◎

子育てステップアップ講座や
ファミリーコンサート等の開催
により、楽しい子育てのきっか
けづくりとなった。

ファミリーコン
サート参加者数

207人 195人

16
かわにし子育てガ
イドの発行

各種の子育て支援事業の紹介、幼稚園や保育
所、親子で出掛けることができる場所等、分か
りやすく作成し、子育て中の人や転入者に配布
する。

子育て・家庭
支援課

○
平成28年度に内容を更新し関連
機関に配布した。

配布数 500冊 0冊

17
子育てマップの発
行

子育て中の人が親子で出掛けやすいように、公
園や遊び場、授乳スペースのある施設等の情報
を収集し、子育て応援情報誌を作成し、配布す
る。

子育て・家庭
支援課

◎

子育て・保健・医療に関するハ
ンドブックを生後4か月までの乳
児がいる家庭を全戸訪問する
「こんにちは赤ちゃん事業」で
市民に配布した。

配布数 1,000冊 968冊

18

メール配信やブログの掲載ができるインター
ネットサービス「きんたくんネット」を活用
し、子ども・子育てに関する幅広い情報を発信
する体制づくりをする。

こども・若者
政策課

○

アンケートを実施することで、
利用頻度や活用方法を知り、よ
り良い情報発信ができるよう努
めた。

登録件数 627件 593件

19

保育所の子育て情報誌「ぽっかぽか」を発行す
るとともに、子育て支援事業についてメール配
信するなどの情報発信をする。また、各保育所
の取り組みや子どもたちの育ちの姿をブログで
配信するなど、情報提供の充実を図る。

こども育成課 ○

子育て情報誌の発行やホーム
ページ、きんたくんねっとによ
る、メール配信、ブログ更新な
どによる子育て情報の発信に務
めた。

情報誌の
発行回数

3回 2回

20

子育て情報紙に加え、子育て支援に関する幅広
い情報を、より身近にタイムリーに提供できる
よう努める。また、新たに子育て支援情報や緊
急情報をメールで発信するなど、情報提供の充
実を図る。

子育て・家庭
支援課

○

情報誌をはじめ、メール配信シ
ステム「きんたくんねっと」や
市ホームペジ「子育てネット」
を活用し子育て情報提供の充実
を図った。

情報媒体数 3媒体 3媒体

21
民生委員児童委員
主任児童委員活動
事業

地域における子育て支援の充実を図るため、児
童福祉に精通した民生委員児童委員、主任児童
委員に対し、子育て相談や見守り事業等、様々
な子育て支援の円滑実施に資するための活動助
成を実施する。

福祉政策課 ○

児童福祉などの地域の福祉に精
通した民生委員児童委員、主任
児童委員に対して活動補助金を
支給し、子育て相談や見守り活
動、まちの子育て広場の開催等
地域における子育て支援活動の
充実を図った。

子どもに関する相
談・支援件数

877件 932件

22
プレパパ・プレマ
マ支援事業

乳幼児をもつ親や妊婦とその家族を対象に絵本
の読み聞かせや絵本の選び方等を紹介する。

中央図書館 ◎

乳幼児をもつ家族や妊婦が必要
とする情報の提供に努めたこと
により、参加者は増加傾向にあ
る。

参加者数 70人 61人

23
市立保育所苦情解
決制度

「川西市立保育所苦情解決制度」を設け、市立
保育所における保育の実施に係る苦情、意見及
び要望について適切な解決を図る。

こども育成課 ◎
苦情解決制度の整備を整え、保
護者への周知を徹底している。

制度を利用した苦
情解決件数

0件 0件

1
こども医療費助成
制度

小学４年生から中学３年生の医療費を助成す
る。所得制限あり。

医療助成・
年金課

○
川西市こども医療費助成事業実
施要綱に基づき医療費の助成を
実施した。

受給者数 6,136人 6,228人

子育て情報提供の
充実

④
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2
乳幼児等医療費助
成制度

０歳児から小学校３年生の児童に対し医療費を
助成する。所得制限あり。

医療助成・
年金課

○
川西市福祉医療費の助成に関す
る条例に基づき医療費の助成を
実施した。

受給者数 10,814人 11,076人

3 出産育児一時金
国民健康保険の加入者が出産した場合、出産育
児一時金を支給する。

国民健康保険課 ○
平成22年度以降、申請件数は減
少傾向にある。平成28年度は前
年度より8件減少した。

申請件数 104件 112件

4
利用者負担の適正
な設定

教育・保育認定を受けた子どもの施設型給付・
地域型保育給付の対象となる幼稚園・保育所等
の利用者負担について、多子世帯を軽減すると
ともに、負担能力に応じて適正に設定する。

こども育成課 ○

2人以上の子どもが、保育所等に
同時入所している家庭や多子世
帯の保育料を軽減するととも
に、負担能力に応じた保育料を
設定した。

件数 1,124件 55件

5
留守家庭児童育成
クラブ育成料の減
免

子どもが留守家庭児童育成クラブに入所してい
る人を対象に、一定の基準に応じて、育成料の
全部または一部を減免するとともに、多子世帯
の育成料の軽減を行う。

地域こども
支援課

◎

育成料減免申請書を提出した方
の中で、減免理由に該当する世
帯には育成料の軽減を行うこと
ができた。

人数 322人 267人

6 児童手当支給事業

国制度に基づきながら、次代の社会を担う子ど
も一人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点
から、中学校修了前までの児童を養育している
人を対象に支給する。

子育て・家庭
支援課

○ 適正な事務処理に努めた。 延受給対象児童数 227,574人 234,314人

再
助産施設入所委託
事業
（Ⅰ-1-①№26）

妊産婦が保健上必要があるにも関わらず、経済
的な理由により入院し助産を受けることができ
ない場合、助産施設において助産を受けさせ
る。

子育て・家庭
支援課

再
妊婦にとって適切な助産施設を
紹介し、安心して出産できるよ
うサポートした。

助産施設入所人数 4人 1人

7
私立幼稚園就園奨
励費補助事業

私立幼稚園に在園している人を対象に、世帯の
市民税課税額に応じ、入園料及び保育料の一部
を補助する。

こども育成課 ○

私立幼稚園に在園している人を
対象に世帯の市民税課税額に応
じて、入園料及び保育料の一部
を補助した。

件数 1,071件 1,035件

8
要保護・準要保護
児童生徒就学援助
費補助金事業

市立の小・中学校に在籍し、経済的理由により
就学が困難な児童・生徒の保護者に対して、そ
の費用の一部を援助する。

学務課 ○
経済的事由により、就学困難な
児童・生徒の保護者へ就学に係
る費用の一部を援助した。

対象児童生徒数 1,619人 1,680人

9
特定優良賃貸住宅
供給事業

若年ファミリー層を中心とする中堅所得者層向
けの賃貸住宅を提供し、入居者負担を軽減する
ため家賃補助を実施する。

住宅政策室 ○
平成28年度末時点で入居率は
55.8%であった。

戸数 86戸 86戸

10
きんたくんエンゼ
ル積立支援制度

新生児の誕生を機に、出産へのお祝い金を支給
し、新生児名義での積立口座開設を促すこと
で、子育てに対する親としての自覚や計画的な
子育て意識の醸成を図る。

子育て・家庭
支援課

○

子育て資金の計画的な積立を行
うことで、親としての子育てに
対する意識の醸成につながっ
た。

支給件数 512件 28年度新規事業

1
母(父)子家庭等医
療費助成制度

ひとり親家庭の親と児童及び両親のいない児童
に対し、医療費を助成する。所得制限あり。

医療助成・
年金課

○
川西市福祉医療費の助成に関す
る条例に基づき医療費の助成を
実施した。

受給者数 1,050人 1,160人

0歳～小学3年生は
乳幼児等医療費助
成制度を利用して
いる。

⑤
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2

利用者負担の算定
における寡婦
（夫）控除のみな
し適用

教育・保育認定を受けた子どもの利用者負担に
ついて、所得が同じであっても婚姻歴の有無で
差異が生じていることから、対象の家庭に対し
て「寡婦（夫）控除のみなし適用」を実施す
る。

こども育成課 ○
保育料の算定において、みなし
寡婦控除を適用することができ
た。

みなし寡婦控除適
用人数

7人 6人

3
ひとり親家庭相談
事業

母子家庭、父子家庭の子どもを養育していくう
えでの悩みや就労についての支援を行う。

子育て・家庭
支援課

○
ひとり親家庭の養育相談、就労
についての支援を行った。より
一層寄り添い支援を図る。

相談延件数 3,466件 3,268件

4
児童扶養手当支給
事業

父または、母と生計を共にできない児童を養育
している母子及び父子家庭等を対象に支給す
る。所得制限あり。

子育て・家庭
支援課

○ 適正な事務処理に努めた。 受給資格者数 1,240人 1,262人

5 日常生活支援事業

川西市婦人共励会が、ひとり親家庭にホームヘ
ルパー等家庭生活支援員を派遣し、日常生活の
援助サービスや子育て支援等を行う日常生活支
援事業を支援する。

子育て・家庭
支援課

○

川西市婦人共励会が、ひとり親
家庭にホームヘルパー等家庭生
活支援員を派遣し、日常生活の
援助サービスや子育て支援等を
行う日常生活支援事業を支援す
る。

家庭生活支援員数 18人 18人

6
母子・父子及び寡
婦福祉資金貸付事
業

県事業で、母子家庭、父子家庭の自立と生活の
安定を図るために、貸し付けを行う。

子育て・家庭
支援課

○
さらに制度の周知を図るよう努
める。

新規貸付者数 0人 0人

7
母子・父子自立支
援事業

児童扶養手当受給者の自立を促進するため、母
子・父子自立支援プログラムを策定する。

子育て・家庭
支援課

○
母子・父子自立支援プログラム
を生活支援室やハローワークと
連携し支援を行った。

自立支援プログラ
ム策定人数

4人 9人

8
母子生活支援施設
入所委託事業

母子生活支援施設に委託し、離別し18歳未満の
子どもを育てている母や、特別な事情で緊急保
護を要する母子を入所させる。

子育て・家庭
支援課

○
母子が安心して生活でき、自立
できるよう支援を行った。

入所世帯数 1世帯 2世帯

9
母子・父子福祉応
急資金貸付事業

母子家庭、父子家庭が一時的に生活困窮に陥っ
た際に、貸し付けを行う。

子育て・家庭
支援課

○
経済的な自立へつながるよう支
援していく。

新規貸付者数 1人 0人

10
自立支援教育訓練
給付金

児童扶養手当受給者または同様の所得水準にあ
る方を対象に、就職やキャリアアップのために
雇用保険制度の対象となる講座を受講した場
合、受講に要した費用の20％を支給する。

子育て・家庭
支援課

○
スキルアップは、ひとり親家庭
の安定した就業につながるた
め、引き続き周知を図る。

給付決定数 4人 2人

11
高等職業訓練促進
給付金

児童扶養手当受給者または同様の所得水準にあ
る方を対象に、看護師や介護福祉士等の資格取
得のため、２年以上養成機関で修業する場合、
生活の負担軽減を図るため、高等職業訓練促進
給付金を支給する。

子育て・家庭
支援課

○
資格の取得は、ひとり親家庭の
安定した就業につながるため、
引き続き周知を図る。

新規給付決定数 9人 3人

12
生活支援事業（母
子加算の実施）

生活保護におけるひとり親世帯の自立を支援す
るため、母子加算を実施する。

生活支援室 ◎
生活保護における母子加算の要
件を満たす全世帯に母子加算を
実施した。

母子加算実施世帯
数

125世帯 122世帯
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13
市営住宅維持管理
事業

年間空家募集戸数のうち、母子家庭等の優先枠
を確保する。

住宅政策室 ○
平成28年度は、2戸の優先枠を設
けた。

戸数 2戸 3戸

14
障がい児への医療
扶助

重度障がい児に対し、通院・入院医療費の一部
を助成する。また、中度障がい児に対し、入院
費の自己負担額の1/3を助成する。所得制限あ
り。

医療助成・
年金課

○
川西市福祉医療費の助成に関す
る条例に基づき医療費の助成を
実施した。

受給者数 1,061人 1,087人

対象年齢は0歳～74
歳。0歳～小学3年
生は乳幼児等医療
費助成制度を利用
している。

再
障がい児保育事業
（Ⅱ-2-①№7）

専門機関や入所検討会等などの所見を踏まえな
がら、保育所において障がい児保育を実施す
る。

こども育成課 再
専門機関や入所検討会などの所
見を踏まえながら、保育所にお
いて障がい児保育を実施した。

実施保育
施設数

18所（園） 18所（園）

こども育成課 ○

保育所、幼稚園において、障が
いのある児童の状況に応じて、
必要な加配を行うことができ
た。

加配
職員数

70人 62人

地域こども
支援課

◎
支援の必要な子どもがいるクラ
ブにおいては、状況に応じて指
導員の配置に配慮した。

人数 23人 23人

教育相談
センター

○

担当指導主事が各学校園に年２
回訪問し、対象児の状況を把握
し、全ての加配等に面談を行
い、指導助言を行った。

学校園訪問 66回 66回

16
特別支援教育児童
生徒就学奨励費補
助金事業

特別支援学級に在籍する児童及び生徒の保護者
に対して、就学に必要な費用の一部を補助す
る。

学務課 ○
特別支援学級に在籍する児童・
生徒の保護者に就学に係る費用
の一部を援助した。

対象児童生徒数 182人 171人

17
特別児童扶養手当
支給事業

20歳までの身体または精神に障がいがある児童
を養育している保護者を対象に支給する。所得
制限あり。

子育て・家庭
支援課

◎ 適正な事務処理に努めた。 受給権者数 354人 339人

18
児童居宅生活支援
事業

居宅介護、移動支援及び短期入所に係る給付費
を支給し、児童の居宅生活を支援する。

障害福祉課 ○

居宅介護17人、移動支援39人、
短期入所40人、合計96人が利
用。必要に応じてサービスの支
給決定を行っている。

利用者
実人数

96人 96人

19
障害児相談支援事
業

在宅の障がい児の地域生活を支援するため、障
がい児の心身の状況や環境、障がい児及びその
保護者の意向を聴取し、障がい児支援利用計画
を作成するとともに、福祉サービス等の利用に
関する援助・調整や相談を行う。

障害福祉課 ◎

平成28年度末時点で、すべての
障害児通所支援利用者に対する
障害児支援利用計画が作成され
ている（うち、セルフプランは
約1％）。なお、平成28年度に
は、市内に相談支援事業所が3か
所新設された。

利用者
実人数

695人 494人

障がいのある子ど
もへの支援

15

保育所、幼稚園、小中学校、留守家庭児童育成
クラブ等において、障がいのある幼児・児童生
徒一人ひとりの状況に応じて保育士・教諭等の
加配（介助員）を配置し、ニーズに対応した支
援を行う。
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20
放課後等デイサー
ビス事業

療育の必要な20歳未満の就学児童を対象とし
て、学校と連携・協働し、生活能力向上のため
に必要な訓練、社会との交流の促進等を行う。

障害福祉課 △

事業者数は増加し続けており、
供給量は充実してきたと言え
る。しかし、民間の事業者間で
サービスの内容は様々であり、
全体的なサービスレベルの底上
げが必要である。

利用者
実人数

336人 282人

21
児童発達支援セン
ター事業

川西さくら園において、施設や病院等で療育を
勧められた就学前の児童及びその家族を対象
に、日常生活における基本的な動作の指導、知
識技能の付与、機能回復訓練、生活適応訓練等
の療育及び療育方法の指導を実施する。

障害福祉課 ○

作業療法士等の専門職員を配置
し、障がいや発達の状態に応じ
て訓練、指導及び保育等の療育
を行っている。保護者に対して
も療育に必要な知識、技術の指
導を行い、施設と家庭が一体と
なって療育できる体制の整備に
努めている。

利用者
実人数

693人 568人

22 児童発達支援事業

施設や病院等で療育を勧められた就学前の児童
に対し、日常生活における基本的な動作の指
導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等
を行う。

障害福祉課 △

事業者数は増加し続けており、
供給量は充実してきたと言え
る。しかし、民間の事業者間で
サービスの内容は様々であり、
全体的なサービスレベルの底上
げが必要である。

利用者
実人数

393人 341人

23
保育所等訪問支援
事業

保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい
児以外の児童との集団生活への適応のための専
門的な支援その他必要な支援を実施する。

障害福祉課 ◎

保育所等と保護者、事業者間の
取り決めの基準および実施手順
を定め、関係機関に周知を行っ
ており、利用者数も増加してい
る。

利用者
実人数

20人 11人

24
自立支援医療（育
成医療）

18歳未満の障がい児、または治療を行わない場
合将来において障がいを残すと認められる疾患
がある児童に対し、その身体障がいを除去、軽
減、または防止するための医療について、医療
費の一部を給付する。

障害福祉課 ◎

障がいの軽減等のために必要な
医療を受けられるよう、申請に
基づき給付を行い、医療費負担
の軽減を図っている。

受給者実人数 14人 13人

25 障害児福祉手当
身体または精神に重度の障がいがあるために常
時介護を必要とする20歳未満の人に支給する。
所得制限あり。

障害福祉課 ◎

常時介護を要する在宅の障がい
児に月額14,600円を支給し、経
済的負担を軽減することで、生
活支援を図っている。受給者は
増加している。

受給者
延人数

1,310人 1,299人

26
重度心身障害児
（者）介護手当

常時介護を必要とする在宅の重度心身障がい児
（者）を介護している人を対象に支給する。所
得等の制限あり。

障害福祉課 ◎

市民税非課税世帯であり、重度
心身障がい児（者）が自立支援
給付サービスまたは介護保険
サービスを利用していない場
合、その介護者に対して年額10
万円を支給し、負担軽減を図っ
ている。

受給者
実人数

5人 5人

27
軽・中度難聴児補
聴器購入費等助成
事業

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度また
は中等度の難聴児について、補聴器購入費の一
部を助成する。

障害福祉課 ◎

助成対象者が限られていること
もあり、毎年件数は少ないもの
の、購入費用の一部を助成する
ことにより負担軽減を図り、言
語の習得等、発育を支援してい
る。

助成人数 2人 2人
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再
放課後子ども教室
（Ⅱ-2-②№1）

各小学校区の実行委員会が小学生を対象に放課
後や夏休み等に様々な体験活動を行う放課後子
ども教室事業を支援する。また、市放課後子ど
もプラン運営委員会を開催し、放課後児童対策
事業の効果的な運営方法を検討する。

地域こども
支援課

再

全体を通して実施日数や教室数
は増加しており、それに伴って
参加のべ人数も年々増えている
ため、放課後の安全・安心な居
場所づくりが促進できている。

実施日数 1,410日 1,341日

1
（仮称）こども・
若者プラザの整備

子育て家庭・若者支援に関する市の拠点となる
施設として（仮称）こども・若者プラザを整備
し、ニートやひきこもり等若者が抱える悩みに
対する相談や、社会生活を円滑に送ることがで
きるよう支援する居場所を運営する。

こども・若者
政策課

○
（仮称）こども・若者プラザ内
に若者の居場所を整備するため
に必要な準備を進めた。

整備状況 推進 推進

2
久代児童センター
事業

幼児を対象にしたリズム遊びや制作遊び、児童
を対象にした大正琴や囲碁等のクラブ等の季節
の行事を実施する。また、中・高校生に対して
異年齢交流機会の提供や自由来館形式による居
場所づくりを行う。

子育て・家庭
支援課

(社会福祉協議会)
◎

交流会やクラブ・教室に参加す
る幼児・小学生や自由来館する
中・高生の安全を確保し、安心
して過ごせる場所としての役割
を果たした。

久代児童センター
延利用者数

13,854人 15,941人

3 遊び場の開放
幼児とその保護者を対象に遊戯室・体育室を、
小学生を対象に体育室を開放し、幼児・児童の
仲間づくりの場を提供する。

総合センター ○

小学生を対象とする体育室での
遊び場開放については、低学年
を中心に多くの学童が参加して
いる。いろいろな地域の子ども
たちが参加・交流できるよう自
由遊びの日以外を設定し、工作
やゲーム大会などの企画を実
施。

参加者数 16,481人 16,161人

4
知明湖キャンプ場
管理運営事業

知明湖キャンプ場の管理・運営を実施する。
文化・観光・
スポーツ課

◎
多くの子どもたちに、野外活動
に触れる場を提供することがで
きた。

利用者 16,305人 15,860人

5
丹波少年自然の家
運営事業

丹波少年自然の家を、阪神丹波地区９市１町一
部事務組合の事業として実施する。

生徒指導支援課 ○

自然学校での利用校が前年度よ
りも増加しているが、他市町も
ふくめた利用学校総数が多く、
今後の増加は厳しい状況にあ
る。

利用者数 3,634人 3,267人

6 公民館運営事業
市内の公民館において、子ども・親子・世代間
交流、伝統文化等の講座を開催する。

まなび支援室 ○
「リズムで遊ぼう」「子ども茶
道教室」など子ども・親子対象
の講座を開催した。

講座回数 334回 289回

7 図書館運営事業
司書の選定した絵本や児童図書を収集、整理、
保存し、貸出を行うとともに、閲覧の場を提供
する。

中央図書館 △

貸出人数について全体で前年比
4.8％の減であったが、１８歳以
下では2.2％の減に止まった。利
用者ニーズの把握に努め、書架
の整理やレイアウトの工夫によ
り貸出人数の増を図りたい。

参加者数 26,325人 26,917人

基
本
目
標
Ⅲ

①施
策
の
方
向
１
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遊具設置数 14基 12基

公園開設数 0か所 1か所

9
キセラ川西(中央
北地区)整備事業

キセラ川西せせらぎ公園内に、高さや大きさの
異なる丘を設置し、地形を生かして子どもが創
造的な遊びや自然を楽しむことが出来る活動空
間である「里庭エリア」の整備を実施する。

地区整備課 ○

キセラ川西せせらぎ公園につい
て、平成29年7月のオープンに向
け、市民ワークショップ等で市
民の意見を取り入れながら整備
を進めている。「里庭エリア」
については、黒川地区より樹木
を移植するなど整備を進めた。

工事進捗率 90% 50%

1
自然ふれあい講座
の開催

市内の豊かな自然環境について講師とともに観
察・体感することにより、子どもの自然に対す
る興味や知識を深めるとともに、親子で参加す
ることによる家族のふれあいの機会を提供す
る。

こども・若者
政策課

◎

実施した講座は全4回。いずれも
定員数を上回る申込みがあっ
た。天候にも恵まれ、自然体験
や家族のふれあいの機会が提供
できた。

参加者数 87人 86人

2
川西ジョイフル・
フレンド・クラブ
補助事業

各小学校区において、地域住民による実行委員
会等を組織し、青少年の様々な活動の機会を創
出し、異年齢・異世代交流による地域の教育力
の向上を推進するための事業に対し補助を行
う。

こども・若者
政策課

○

地域のさまざまな年齢の住民が
多く行事に参加することで、異
世代間の相互交流が盛んにな
り、青少年を中心とした地域社
会の活性化を促進することがで
きた。

推進 推進 推進

同事業は、地域づ
くり一括交付金に
よる青少年育成活
動の推進へ順次移
行している。

3
青少年団体活動補
助金

川西市子ども会連絡協議会や川西リーダー隊、
ボーイ・ガールスカウトの青少年育成団体の活
動を支援するための補助を行う。

こども・若者
政策課

◎
各青少年育成団体の活動補助を
行うことで、子どもたちの健全
育成を促進することができた。

対象団体数 6団体 6団体

4 世代間交流事業

久代児童センターにおいて、併設している老人
福祉センターの利用者にボランティアで講師を
依頼し、茶道・大正琴・囲碁・詩吟等を子ども
たちに教授する。

子育て・家庭
支援課

(社会福祉協議会)
◎

併設している老人福祉センター
の利用者に趣味や特技を生かし
た、囲碁、琴の教室の実施や、
地域ボランティアの参加による
赤ちゃん交流会、クリスマス会
などの事業を実施した。

事業実施件数 12件 12件

5 幼児教室の開催

１歳とその保護者を対象に「１歳のひろばＯＮ
Ｅだーらんど」、２歳児とその保護者を対象に
「たんぽぽくらぶ」、３歳児とその保護者を対
象に「ぱんだくらぶ」、１歳から３歳の幼児と
その保護者を対象に「親子で遊ぼうＤＡＹ」、
外部講師による読み聞かせ「おはなしらんど」
を実施する。

総合センター ○

前年度に比べ参加者数も増加す
るなど、いずれの教室も盛況で
ある。親子のふれあいや、保護
者同士の交流を深めるための支
援ができたと考えている。

参加者数 5,755人 5,701人

6 児童教室の開催
小学生を対象に、将棋、ダンス、ハンドベル、
ショートテニス、料理、七夕飾り作り、クリス
マスリース作り等の教室を実施する。

総合センター ○

定員を設けた教室の大半は、応
募者多数のため抽選で参加者を
決定している。児童の健全育成
に寄与していると考えている。

参加者数 714人 654人

8

②

○

幼児用遊具の更新など子育て世
代が憩える公園整備を推進し
た。また課員による点検を年1
回、専門業者による点検を年4回
行っている。危険個所について
は使用禁止措置・修繕措置を行
うことで適切に管理している。

公園整備の市民のニーズは、少子・高齢化が進
む中、多種多様化し、世代間を超えた公園の活
用が求められていることから、地域に密着した
ふれあいの場として既存設備の点検・補修を含
め、安全で安心して利用できる公園整備を実施
する。

公園改良事業 公園緑地課
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7
基礎学力向上推進
事業

全小・中学校で習熟度調査を行い、実態把握か
ら改善方策を検討・実施・評価という教育に関
するＰＤＣＡサイクルの構築を継続し、学力向
上を図る。 改善方案の１つとして「きんたくん
学びの道場」の拡充を図る。

学校指導課 ◎

全国学力・学習状況調査を活用
し教育に関するPDCAサイクルを
確立し、学力向上に向けた事業
の展開を図る。課題解決の１つ
として放課後学習事業を全校で
実施し、２８年度も全校展開し
ながら事業の充実を図った。

全小学校への学習
支援員の配置

16人 16人

8
学校・地域連携推
進事業

地域住民や大学生が学校支援ボランティアとし
て学校教育に参画し、子どもたちの豊かな体験
活動を支援するとともに、地域の教育力を高
め、学校・家庭・地域が協力して子どもたちの
生きる力を育成する。

学校指導課 ○

阪大等と連携し、学校のニーズ
に応じて学生ボランティアを派
遣することで、教科の学習を中
心に、児童生徒への支援を充実
させることができた。希望校に
は概ね学生ボランティアを配置
できている。

希望校への学生ボ
ランティアの配置

371人 253人

9
文化財保存啓発事
業

市内の小学生を対象に、広報誌等を通して一般
公募した参加者とともに、史跡めぐりハイキン
グや昔あそびを体験する。

社会教育・
文化財課

○

子どもたちに興味を持ってもら
えるような講座等を企画して開
催し、多くの方に参加していた
だいた。

参加者数 671人 637人

10 おはなし会の実施
主に乳幼児から小学生を対象に、絵本の読み聞
かせ等を行うおはなし会を実施する。

中央図書館 ◎

定期的に開催するおはなし会だ
けでなく、時宜に適った子ども
向け行事を開催した。参加者数
は安定している。

参加者 979人 972人

11 読書週間事業
子ども読書週間（4/23～5/12）と読書週間
（10/27～11/9）に、子どもを対象にした行事を
開催する。

中央図書館 ◎

「きんたくんのお楽しみ袋」や
児童コーナーの掲示板飾り募集
など人気を集めた。また、読書
週間には、新しい試みとして人
形劇を開催した。

- - -

12
スポーツ少年団支
援事業

スポーツや交流事業等による青少年の健全育成
を図るため、スポーツ少年団の活動を支援す
る。

文化・観光・
スポーツ課

○

広報紙に掲載、ホームページの
更新などの支援を行い、会員数
の確保にむけて、団体の周知を
行った。子どもの数が減少傾向
にある中、会員の確保に努め
た。

スポーツ少年団の
登録者数

889人 904人

13
地域スポーツクラ
ブ（スポーツクラ
ブ21）支援事業

子どもたちがスポーツを通して地域の人々との
交流や人間的成長、体力の向上を図るため、全
小学校区に設立している地域スポーツクラブの
運営を支援する。

文化・観光・
スポーツ課

○

広報紙やホームページで市内の
スポーツクラブのPRをし、会員
数の増加にむけての支援を行っ
た。子どもからお年寄りまで幅
広い世代を対象にノルディッ
ク・ウォーク講習会を実施し、
会員の確保に努めた。

小学生以下の会員
数

2,410人 2,359人

14 文化財団事業
青少年を対象とする様々な事業を通して、青少
年に音楽や伝統文化等に触れる機会を提供し、
その育成を図る。

文化・観光・
スポーツ課

（文化・スポーツ
振興財団）

○
青少年にさまざまな音楽や伝統
文化などに触れる機会を提供す
ることができた。

参加者数 909人 950人

21 



1 親子料理教室

地域活動団体と協力して、３～５歳児親子を対
象に「朝ごはんを食べよう」などをテーマとし
た子どもの調理実習等、効果的な食育実践啓発
を行う。

健幸政策室 ○

市街化中心部の保健センターで
は予約定員を上回る応募がある
が、公民館開催回では定員割れ
が出てきている。参加者がより
参加しやすい開催を図るため、
平成29年度は土曜日開催を検討
する。

参加者数
/実施回数

88人/6回 85人/6回

2

すべての世代を対象に様々な機会で活用するた
めに作成した食育啓発用ＤＶＤを用いて、地域
で食育や栄養・食生活等に関する情報を積極的
に発信する。

健幸政策室 ○

献血学習会や歯と口の健康フェ
アでは例年の水準を維持でき
た。
また、平成28年度は隔年開催で
ある食育フォーラム開催年だっ
たが、無関心層への啓発と推進
には、庁内や関係団体との更な
る情報共有や意見交換等の機会
が必要。

参加者数
/実施回数

献血事前学習
会学習会410
人/9回。歯と
口の健康フェ
ア350人/1
回。かわにし
食育フォーラ
ム140人/1回

献血事前学習
会386人/7
回。歯と口の
健康フェア
350人/1回

3
保育所においては、給食その他保育活動を通し
て食育を推進する。

こども育成課 ◎

保育所内で栽培した野菜を収穫
しクッキングしたり、食材を色
ごとに分け栄養バランスに配慮
できるようになるなど、こども
の発達発育に応じた食育活動を
実施した。

実施回数 96回 88回
食事事業報告書よ
り

4

様々な体験を通じて、食に関する知識と食を選
択する力を習得し、健全な食生活を実践できる
子どもの育成に努める。あわせて、食育が知
育・徳育・体育の基礎として定着できる取り組
みを進める。

学校指導課 ○

各校推進体制を整え、食育年間
指導計画、全体計画を作成し、
地域に応じた食育を推進した。
また、小学校では、学校・家
庭・地域が連携して、保護者へ
の啓発、給食試食会、親子料理
教室等の取り組みを継続してい
る。

給食試食会開催回
数/食のヘルスアッ

プ教室

16回
/2回

16回
/2回

5
完全米飯給食の実
施

学校給食において自校調理方式で和食を中心に
手づくりにこだわった完全米飯給食を実施し、
子どもたちの健やかな成長や生きる力の醸成に
つなげる。

学務課 ○

和食を中心とした手づくりにこ
だわった献立をはじめ、栄養教
諭や調理師による喫食指導、地
産地消などの取り組みを進め、
子どもたちの望ましい食習慣の
実現につなげた。

残食率 1.02% 1.03%

6
小学校体験活動事
業

小学校３年生が地域の自然の中で、地域の人々
の協力を得ながら、五感を使って命の営みや大
切さを学ぶ活動を推進する。また、小学校５年
生が自然の中で、４泊５日の宿泊体験を通じ
て、豊かな感性や社会性を育む活動を推進す
る。

生徒指導支援課 ○

各小学校の実態に沿った計画に
より、児童が充実したと思える
活動が行われている。発達段階
に応じた連続的な体験学習は児
童の成長の糧になる。

児童の
充実度

97.4% 96.6%

7 里山体験学習事業

小学校４年生を対象に日本一の里山である黒川
地区を舞台とした自然観察や地域住民とのふれ
あいを通じて、自然に対する畏敬の念や生命の
つながり、環境保全の大切さ等を実感させ、児
童の心の豊かさを育む。

生徒指導支援課 ○

里山体験学習事業自体は魅力あ
る活動となっており、児童の充
実度が非常に高い。しかし、経
費の関係上活動時間が制限され
るという学校もある。

児童の
充実度

97.4% 94.7%

8
兵庫県地域に学ぶ
トライやる・
ウィーク事業

市内中学２年生全員が１週間学校を離れて地域
の事業所や様々な活動場所で、体験的学習を行
う。「こころの教育」を中心とした全県的な取
り組みで、地域と学校・生徒・保護者が協力体
制を深めていく。

生徒指導支援課 ◎

平成28年度「トライやる・
ウィーク」は、市立中学校2年生
1,462人が参加した。体験後のア
ンケートでは、「1週間充実して
いた」と回答した生徒の割合が
昨年度より増えた。

生徒の
充実度

90.6% 90.0%

食育の推進

③
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9 読書支援事業
マルチメディアデイジー図書の提供や、バリア
フリー上映会の開催等により、誰もが読書に親
しむ機会を提供する。

中央図書館 △

子ども向けバリアフリー事業と
して手話通訳付きのおはなし会
を実施した。バリアフリー上映
会は、一般向けのみで、子ども
向けに実施できなかった。マル
チメディアデイジー図書の利用
を伸ばすことはできなかった。

参加者数 80人 72人

10 夏休み特別事業
夏休みに子どもを対象とした図書館員体験等の
行事を開催する。

中央図書館 ◎
「図書館員体験」や「夏休み子
ども科学教室」など人気の行事
を継続した。

参加者数 69人 54人

11
小学生と子育て親
子の交流

牧の台子育て学習センターで、小学生と乳幼児
親子の交流会を通じ、生命の大切さ等を学ぶ。

子育て・家庭
支援課

△

小学生と乳幼児親子の交流会は
開催できなかったが、当セン
ターは牧の台小学校の校舎内で
開催しているので、日常的に運
営していくなかで小学生との交
流を図った。

開催数 日常的に交流 日常的に交流

12

夏休みくらしの親子講座（金銭感覚や食生活、
環境に配慮した消費行動等、生活全般にわたる
基本的な知識を、親子で楽しみながら学習）を
実施する。

生活相談課 ○

小学校低学年の発達段階に合わ
せた金銭知識の習得や、売買す
る仕組みやルールを知り、「ほ
しい」という気持ちのコント
ロールを親子で考える機会を提
供することができた。

参加者数
104人
(52組)

142人
（73組）

13

５歳児・小学生には買い物を通じた金銭教育、
中学生には契約、携帯やインターネットのトラ
ブルについて等、各ライフステージに応じた消
費者教育を実施する。

生活相談課 △

買い物を通じた金銭教育を中心
に出前講座を通じ、消費者教育
を実施することができた。今後
より多くの方に出前講座を受け
てもらえるようにPRしていく必
要がある。

実施回数/
参加者数

4回/
86人

14回/
543人

14
姉妹都市(海外）
等との交流

姉妹都市ボーリング・グリーン市（アメリカ・
ケンタッキー州）の小学校との作品交流、市立
図書館の書籍交換交流等、様々な交流機会を提
供する。

文化・観光・
スポーツ課

○

両市の市役所や図書館等で、こ
どもたちの作品や書籍の一般公
開を行い、お互いの文化を見聞
きすることで、双方のこどもた
ちに国際感覚を養うことができ
た。

実施回数 2回 2回

1 親元近居助成制度

子育て・介護等の共助を推進し、若年世帯の流
入・定住化促進を目的として市内に住む親世帯
と近居するために、市内に住宅を取得して居住
する子育て世帯に対し、住宅取得時の登記費用
の一部を助成する。

住宅政策室 ○

平成28年度の助成件数は104件で
あった。その内、市外からの転
入者は47件であり、若者世帯の
流入の支援になった。また、書
類が多くて申請が大変だという
意見があり、今後の課題の一つ
である。

助成件数 104件 128件

2 一時保育の推進
子育て中でも様々な活動に参加できるよう、講
演会等の開催時に保育ボランティアの協力を得
て、一時保育を行う。

子育て・家庭
支援課

○
一時保育により、安心して参加
者が講座受講できた。

件数 1件 １件

3
子育て支援活動の
ネットワークづく
り事業

地域の子育て活動を支援するために、子育てグ
ループ交流会を実施するほか、様々な機関・団
体と連携し、コーディネートするとともにこれ
らのネットワーク化を図る。

子育て・家庭
支援課

○

子育てグループ間の交流と連携
を図れた。今後もより良い連携
とネットワークづくりに取り組
んでいく。

交流会開催数 1回 1回

施
策
の
方
向
２

消費者啓発事業

①
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4
子育て支援相談事
業

地域で活動する子育て支援者からの様々な相談
を受ける体制を整備し、地域でのネットワーク
づくりを支援する。

子育て・家庭
支援課

○

自主グループの活動などについ
ての相談に対し、必要な情報提
供を行い、地域での支援を行っ
た。

相談体制の整備状
況

推進中 推進中

5
地域の子育て支援
者の育成・活動支
援事業

地域の子育て支援者に向けた講座を開催し、支
援者の育成や支援活動の活性化を図る。また、
子育て支援者の活動の支援や相談等に対応する
窓口として牧の台子育て学習センター等の機能
の充実に努める。

子育て・家庭
支援課

○
地域の子育て支援者や子育て中
の方を対象に講座を開催し、支
援者の育成に努めた。

講座回数 1回 1回

6
青少年問題協議会
運営事業

青少年の健全育成にかかる市の総合的な施策方
針を協議・決定するとともに、コミュニティ・
青少年団体・学校・保護者等の関係機関との連
絡調整を図る。

こども・若者
政策課

○

青少年問題協議会を2回開催し、
本市における青少年の健全育成
に係る方向性や、平成28年度以
降の青少年フォーラムの実施方
法などの課題について協議し、
関係機関との連携の促進を図っ
た。

推進 推進 推進

7
「青少年ふれあい
デー」の啓発

家族のきずなや地域とのつながりを深めるた
め、毎月第３日曜日・強調月間の11月を中心に
「青少年ふれあいデー」について、各地域団体
等と連携しながら啓発活動を展開し、全市を挙
げて、青少年の健全育成を推進する。

こども・若者
政策課

◎

のぼりや横断幕を活用し、各地
区小学校等に掲示し啓発を行っ
た。
また、家族を題材とした川柳・
写真コンクールを実施し、市
内・外から多数の応募があっ
た。

コンクールの応募
作品数

川柳5,051句
写真276点

川柳4,924点
写真53点

8
子ども・若者支援
地域協議会運営事
業

困難を抱える子ども・若者やその家族に対し
て、子ども・若者支援地域協議会を構成する福
祉や保健、教育、雇用等の機関が、それぞれの
専門性を活かして連携し、一人ひとりに対応し
た支援を行う。

こども・若者
政策課

△

困難を抱える子ども・若者やそ
の家族にどのような支援が必要
なのか、情報や意見交換を行っ
たが、具体的に連携して支援を
する協議会運営には至らなかっ
た。

推進 推進 推進

9
保育所での地域子
育て支援事業

市立保育所３か所と民間保育所１か所に、地域
子育て支援担当保育士を配置し、プレイルーム
の開設や子育て講座・講演会等を実施する。ま
た、各保育所において、園庭開放や子育て相
談、親子での保育所体験会等を実施し、在宅で
子育てをしている家庭を支援する。

こども育成課 ○

市内の4か所の地域子育て拠点保
育所だけでなく、地域の実情に
合わせ、保育に支障のない範囲
において、各園所が積極的に地
域の保護者に対する子育て支援
を実施してきた。

園庭開放
実施保育所数

19所（園） 19所（園）

10
幼稚園での地域子
育て支援事業

幼稚園において、子育て相談や絵本の読み聞か
せ、子育てに関する講演会等を実施し、在宅で
子育てをしている家庭を支援する。

こども育成課 ◎

各市立幼稚園において、子育て
支援の一環として、就園前幼児
を対象とした交流日を設け、在
園児との交流や２・３歳児保育
などを通じて、幼稚園教育に触
れる機会につなげた。

実施
幼稚園数

9園 9園

再
学校・地域連携推
進事業
（Ⅲ-1-②№8）

地域住民や大学生が、学校支援ボランティアと
して学校教育に参画し、子どもたちの豊かな体
験活動を支援するとともに、地域の教育力を高
め、学校・家庭・地域が協力して、子どもたち
の生きる力を育成する。

学校指導課 再

阪大等と連携し、学校のニーズ
に応じて学生ボランティアを派
遣することで、教科の学習を中
心に、児童生徒への支援を充実
させることができた。希望校に
は概ね学生ボランティアを配置
できている。

延べ活動人数（学
生ボランティア及
び夏休み英語教室

講師）

371人 253人
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11
子どもの読書活動
推進協議会事業

「ブックスタート」をはじめとする子どもの読
書活動の推進を図るため、関連機関との連絡調
整を図る。

中央図書館 ◎

8月に小・中学校教師や学校司書
などを対象とした子どもの読書
活動に関わる講習会を実施し、3
月には市民向けに子どもの読書
に関するトークイベントを開催
した。いずれも盛況のうちに終
わった。

参加者数 139人 110人

12
ボランティア活動
センター事業

社会福祉協議会のボランティア活動センター
に、ボランタリー活動支援助成を実施し、子育
て支援に係るボランティアの育成や、一時保育
ボランティアの派遣等、子育てに係るボラン
ティア事業の充実を図る。

福祉政策課
(社会福祉協議会)

△

ボランティア活動センターと
ファミリーサポートセンターが
連携し、子育て支援者講座を実
施。協力会員等の資質向上を
図った。また、地域に対し啓発
活動を実施。今後も啓発活動を
さらに強化し、新たな人材を発
掘する必要がある。

保育ボランティア
登録団体

2団体 2団体

1
すくすくベビー
ルームの設置

授乳やオムツ替え等のスペースを設置する施設
を登録し、ステッカー等を掲示することで、子
育て中の家族が出かけやすい環境づくりを進め
る。

各施設管理者
子育て・家庭
支援課

△
未設置の施設に登録してもらえ
るよう周知に努める。

登録施設 23施設 23施設

2
子育てバリアフ
リーの推進

妊産婦や乳幼児連れでも快適に利用できるよ
う、段差の解消や授乳室、授乳コーナー、ベ
ビーベッドの設置等、公共施設、民間施設にお
ける子育てバリアフリーの取り組みを進める。

各施設管理者
子育て・家庭
支援課

△
より一層乳幼児連れの親子が参
加しやすい環境整備を進める。

バリアフリー推進
施設数

推進中 推進中

3
市役所内の遊び場
等の設置

子ども連れで市役所に来庁する人が安心して手
続きできるよう設けているキッズコーナーに加
え、授乳やオムツ替えができるスペースを設け
る。

子育て・家庭
支援課

○
子連れで来庁される人が安心し
て手続きできる環境を整備す
る。

設置箇所 2か所 2か所

4
幼児２人同乗用電
動自転車貸出事業

３人乗り電動自転車（幼児２人同乗）を、保護
者と子どもの安全を確保するなどして貸し出す
ことにより、子育て家庭が外出しやすい環境を
整備することで、子育て家庭を支援する。

子育て・家庭
支援課

廃止
29年3月に75台の自
転車の無償譲渡を
行った。

5
青少年の健全育成
を阻害する店舗等
指導事業

兵庫県県民局の依頼を受け、青少年の健全育成
の観点から有害とされる雑誌・ビデオ・ＤＶ
Ｄ・遊戯具等の販売が無秩序に行われないよ
う、兵庫県青少年愛護条例の遵守を販売者に働
きかけ、改善がなされないときは県への報告を
行い、当該条例に基づく販売方法等の変更また
は中止を働きかける。

生徒指導支援課
(青少年センター)

◎

補導委員による定期的な補導活
動での店舗訪問を行うととも
に、11月から12月にかけて「青
少年を取り巻く環境実態調査」
を実施し、各店舗に趣旨説明を
行い、協力依頼を実施した。

店舗数 74店舗 68店舗

再
「青少年ふれあい
デー」の啓発
（Ⅲ-2-①№7）

家族のきずなや地域とのつながりを深めるた
め、毎月第３日曜日・強調月間の11月を中心に
「青少年ふれあいデー」について、各地域団体
等と連携しながら啓発活動を展開し、全市を挙
げて、青少年の健全育成を推進する。

こども・若者
政策課

再

のぼりや横断幕を活用し、各地
区小学校等に掲示し啓発を行っ
た。
また、家族を題材とした川柳・
写真コンクールを実施し、市
内・外から多数の応募があっ
た。

コンクールの応募
作品数

川柳5,051句
写真276点

川柳4,924点
写真53点

施
策
の
方
向
３

①
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1
トライやるウィー
ク・ふれあい育児
体験学習

中学生については「トライやるウィーク」で、
高校生については家庭科の授業の中の「ふれあ
い育児体験実習」で、保育所等において受け入
れを行い、中・高校生と乳幼児とが直接ふれあ
う機会を提供する。

こども育成課 ◎

乳幼児とふれあう機会が少ない
中学生・高校生が、保育所での
育児体験を通して、命の大切さ
や自分たちも大切に育てられて
きたのだという思いを振り返
る、良い機会となっている。

保育所数 8所 8所

再
小学生と子育て親
子の交流
（Ⅲ-①-3№11）

牧の台子育て学習センターで、小学生と乳幼児
親子の交流会を通じ、生命の大切さ等を学ぶ。

子育て・家庭
支援課

再

小学生と乳幼児親子の交流会は
開催できなかったが、当セン
ターは牧の台小学校の校舎内で
開催しているので、日常的に運
営していくなかで小学生との交
流を図った。

開催数 日常的に交流 日常的に交流

再
教育研究事業（男
女平等教育研修）
（Ⅱ-1-③№4）

研究校園を指定し、川西市男女平等教育ガイド
ライン「かがやき～すべての子どもたちのしあ
わせを願って～」に基づいて、男女平等教育を
推進するとともに、教職員の資質向上を図る。
指定校園の研究の成果を研究発表として公開
し、男女平等教育への理解と意識の高揚を図
る。

学校指導課 再

清和台中学校を研究校として指
定し、男女平等教育を推進し
た。２月６日に公開授業ならび
に事後研究会を実施し、教職員
の資質向上を図るとともに男女
平等教育への理解と意識の高揚
が図れた。

指定校園数 1校園 1校園

2
キャリア教育推進
補助金事業

進路指導において、子どもたちが進路を決定す
るために必要とする資料や情報を提供すること
で、一人ひとりの生徒に対してきめ細かな進路
相談・指導を充実させるとともに、子どもたち
がより確かな進路実現を図れるための支援を行
う。

生徒指導支援課 ◎

子どもたちが、自らの進路実現
のため様々な情報をもとに相談
し、自己決定した結果、昨年度
以上に進学率が向上した。

進学率 99.3% 98.8%

3
兵庫県地域に学ぶ
トライやる・
ウィーク事業

「トライやるウィーク」で、保育所等での活動
を通して、中学生と乳幼児とが直接ふれあう活
動を行う。

生徒指導支援課 ◎

平成28年度「トライやるウィー
ク」では、市内7中学校2年生の
参加生徒のうち23.6%の生徒が公
立及び私立（認可外含）の幼稚
園・保育所・保育園、認定こど
も園等の事業所へ参加した。

参加生徒数 371人 392人

1
ジェンダー問題相
談事業

男女共同参画センター事業として、「女性のた
めの相談」を実施中で、週３日は専門相談員に
よる面接・電話相談を、週２日はカウンセリン
ググループによる電話相談を行い、ジェンダー
の視点からの子育てと仕事の両立推進をサポー
トしている。

人権推進室
(男女共同参画セン

ター)
◎

「女性のための相談」を中心
に、窓口対応においても、ジェ
ンダーの視点からの子育てと仕
事の両立推進をサポートしてき
た。

女性のための相談
件数

347件 353件

2
男女共同参画セン
ター学習啓発事業

男女共同参画社会を実現するためのワーク・ラ
イフ・バランスに関する講座等を開催するとと
もに、絵本等の図書を収集し、貸し出しや読み
聞かせの時間を持つほか、管内展示にも工夫を
凝らす等、子育て支援事業を実施する。

人権推進室
(男女共同参画セン

ター)
◎

講座「子育ても仕事も楽しみた
い！」、「絵本でお近づきに、
男女共同参画」を実施したほ
か、読み聞かせ「おはなしゆめ
じかん」や館内掲示で、WLB・固
定的性別役割分担意識への啓発
を実施。

学習啓発講座等参
加者数

（支援講座は除
く）

241人 505人

再
妊娠中の学習会
（Ⅰ-1-①№6）

出産の準備、沐浴実習、歯周病予防等の学習会
を実施する。妊娠期からの仲間づくりにつな
げ、子育て期の孤立や育児不安の軽減を図る。
また、父親の育児や家事への参加意欲の向上に
努める。

健幸政策室 再

妊娠期からの仲間づくりをし、
子育て期の孤立や育児不安の軽
減に努めた。
母親学級36回392人、両親学級8
回224人、プレママ＆パパの離乳
食教室6回26人

延べ参加者数 642人 735人

①施
策
の
方
向
４
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1
女性のための再就
職支援講座

再就職・再就労・起業を希望する女性を支援す
る講座や、それらに対応したパソコン講座等を
開催する。

人権推進室
(男女共同参画セン

ター)
◎

講座「再就職の前に知っておき
たい年金・保険・税金のことな
ど」、「女性の起業支援講
座」、PC講座「ワードの基礎を
マスター」で、再就職・再就
労・起業を希望する女性支援を
実施。

支援講座受講者数 42人 65人

2
特定事業主行動計
画の策定

職場全体で次世代育成を支援し、ワーク・ライ
フ・バランスを推進していく環境づくりと、職
員一人ひとりが従来の働き方を見直し、男女の
別なく仕事と子育てを含む家庭・地域生活との
両立を図っていくことをめざして、計画を策定
し、実行する。

職員課 △

「女性の職業生活における活躍
の推進に関する法律」に基づい
て、市の特定事業主行動計画の
周知を行った。また、研修にお
いて、ワーク・ライフ・バラン
スについての講義を行うなど、
仕事と家庭生活との両立を図っ
ていくことを啓発した。

男性職員の育児休
業取得率

0.0% 3.1%

3
潜在看護師復職支
援事業

看護師として再就職するにあたり、実地研修等
を行い支援する。

市立川西病院 △

実地研修については、研修希望
者がおらず、0件であった。引き
続き、ホームページや広報誌で
周知し、実地研修につなげてい
く。

実地研修
件数

0件 0件

1
 ＰＴＣＡ青少年
フォーラムの開催

青少年を取り巻く諸課題をテーマにフォーラム
を開催し、地域住民や青少年団体等と協働によ
り、基調講演やパネルディスカッションのほ
か、テーマにそったイベントを行うことで、青
少年に関わる情報の共有に努める。

こども・若者
政策課

◎

平成29年度にオープンするキセ
ラ川西せせらぎ公園を舞台に、
「プレーパーク」を題材にした
フォーラムを行った。また、舞
台となる公園の見学会もあわせ
て実施した。

来場者数 48人 ―
事業名・事業概要
変更

2 青少年の善行表彰

青少年の地域社会への貢献や消防、警察への協
力行為等の善行を表彰することにより、社会に
奉仕する精神の涵養等に寄与し、健全にして郷
土愛にあふれる青少年の育成を図る。

こども・若者
政策課

○

表彰された団体等を効果的にＰ
Ｒすることで、さまざまな青少
年の慈善活動を奨励し、地域に
おける青少年の活発な活動を支
援することができた。

表彰団体数 5組 3組

3
子どもの人権ネッ
ト委託事業

小学校４年生から中学生の子どもたちが、自分
たちの計画した「遊び」や「学習」をとおして
「子どもの権利条約」について理解を深めるた
めの活動を行う。

人権推進室 ○

年間10日程度の活動を通して、
「子どもの人権」に対する理解
を深めることができた。登録人
数も増加し、次年度以降もチラ
シ等での周知に努めたい。

登録人数 25人 17人
サポーター
3人

4 人権学習事業

川西市人権行政推進プラン・川西市人権教育基
本方針の具現にむけ、学校園における人権文化
の創造を図るため、学校園が実施する「あらゆ
る人権課題についての子どもの学習機会」を促
進する。

学校指導課 ◎

学校園における人権文化の創造
を図るため、学校園が実施する
「あらゆる人権課題についての
子どもの学習機会」を人権学習
推進事業として提供した。

人権学習
実施回数

74回 72回

5
子ども議会実施事
業

小・中学生が行政や市議会の仕組みを学ぶとと
もに、まちづくりに参画する場として、子ども
議会を開催する。

学校指導課 ◎

子ども議員は校内で意見集約を
行い、提案や自分たちにできる
アイデアを中学校区ごとにまと
めている。子ども議員だけでな
く、より多くの児童生徒が自分
たちの地域を見つめ、まちづく
りを考える機会となっている。

子ども議員の人数 32人 32人

基
本
目
標
Ⅳ

②
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1
子ども・若者総合
相談窓口の開設

社会生活を円滑に営む上で困難を抱える子ど
も・若者や、その保護者からの相談に対して、
適切な助言や関係支援機関の紹介、情報提供を
行うなど、自立に向けて相談者一人ひとりに対
応した支援を行う。

こども・若者
政策課

○

専門の相談員が困難を抱えてい
る当事者や保護者からの相談に
対応し、社会生活を円滑に営む
ことや就労を促すための助言、
支援機関の紹介を行った。

相談回数 27回 24回

2
子どもの人権オン
ブズパーソン事業

公的第三者機関であり、一定の独立性が担保さ
れた「川西市子どもの人権オンブズパーソン」
において、いじめや体罰、虐待、不登校等子ど
もの人権侵害に関し、相談及び関係者との調整
活動を行うとともに、市民等からの申立て等に
よる調査活動を実施するなどして、子どもの人
権を擁護し救済を図る。

人権推進室 ○

今年次の相談ケース数75件、相
談・調整回数806回で前年次を下
回ったが、1ケースの相談・調整
回数は増えた。調査活動では1件
自己発意調査を開始したが継続
中。また、児童・生徒への新た
な広報啓発に取り組んだ。

小中学生の制度の
認知度(2年に1回の
調査)

- 74.0%
認知度調査は2年に
1回の実施のため、
28年度は実施なし

3 青少年相談事業

不登校やひきこもりの子どもと保護者を対象
に、電話相談・来所相談を行うとともに、カウ
ンセリング、言語訓練や助言といった教育相談
を行う。

教育相談
センター

○

子どもたちの日常生活や学校・
就学前教育における様々な悩み
を抱える保護者や子ども、先生
に対し、教育相談および教育コ
ンサルテーションを行った。

相談延べ回数 7,893回 7,624回

4 適応教室運営事業

不登校やひきこもりの子どもの自立心の回復や
学校復帰の支援のため、適応教室青少年の家
「セオリア」の開室、不登校に悩む保護者を対
象とした「気軽におしゃべり会」を行う。

教育相談
センター

○

学習・小集団での活動を通し、
子どもの居場所作りを行った。
学校と連携し、学校復帰に向け
た支援を行った。気軽におしゃ
べり会では、保護者同士が交流
することができた。

平均通室人数 11.3人 10.3人

再
家庭児童相談室運
営事業
（Ⅱ-2-③№6）

18歳以下の子どもを養育している家庭の相談に
応じる。また、研修会への参加等により、家庭
児童相談員の資質向上を図るなど、相談体制の
充実に努める。

子育て・家庭
支援課

再

関係機関と連携をとりながら、
家庭訪問や相談対応に努めてい
るが、相談内容の複雑化、深刻
化、長期化傾向により、相談件
数は増加した。

相談延件数 5,771件 5,699件

再
こんにちは赤ちゃ
ん事業
（Ⅱ-2-③№1）

生後４か月までの乳児がいる家庭を保育士の資
格を持った職員が全戸訪問し、子育てについて
の不安や悩みを聞き、子育てに関する情報を提
供する。

子育て・家庭
支援課

再

訪問家庭に寄り添い、的確に子
どもに関する情報（赤ちゃん交
流会やプレイルーム、救急診療
所、保育所）を届けることがで
きた。

訪問率 86.6% 90.1%

再
育児支援家庭訪問
事業
（Ⅱ-2-③№4）

児童の養育について支援が必要でありながら、
積極的に自ら支援を求めることが困難な状況に
ある家庭に、過重な負担がかかる前に保健師や
保育士等を派遣し、養育上の諸問題の解消を図
り、家庭の養育力の育成及び向上を支援する。

子育て・家庭
支援課

再
家庭訪問し、適切な指導や支援
を行うことで、養育上の困難さ
が軽減できた。

訪問件数 60件 51件

1
児童虐待防止啓発
事業

11月の児童虐待防止推進月間に、虐待防止に関
するポスターやチラシ、啓発グッズの配布や講
演会を開催し児童虐待防止を啓発する。

子育て・家庭
支援課

○

児童虐待防止強化月間の11月に
阪急川西能勢口駅周辺で児童虐
待防止啓発活動を行った。ま
た、児童虐待・ＤＶ防止講演会
を開催した。

講演会参加人数 38人 28人

2
要保護児童対策協
議会

要保護児童を早期に発見し対応するため、地
域、福祉、保健、医療、教育、警察等関係機関
によるネットワークを充実する。また、研修会
の開催等により、関係機関職員の資質向上を図
る。

子育て・家庭
支援課

○
要保護児童対策協議会の運営を
見直し、各構成機関のより一層
の連携を図るように努める。

実務者会議開催数 3回 3回

②

①施
策
の
方
向
２
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3
各種母子保健事業
を活用した支援の
充実

乳幼児（４か月児・10か月児・１歳６か月児・
３歳児）健康診査事業、訪問指導（新生児・乳
幼児等）事業、赤ちゃん交流会等の各種母子保
健事業の機会をとらえて、子育てへの不安を抱
えている親や、ハイリスク児への相談等継続的
な支援を行い、虐待の発生予防や早期発見に努
める。

健幸政策室 ○
各母子保健事業の機会に継続的
な支援ができるよう努めた。

推進 推進 推進

1
交通安全対策の推
進

安全灯、転落防止柵、カーブミラー等の交通安
全施設について、子どもが安全で安心して通う
ことができるよう、新設を含め維持管理を行
う。また、信号機、横断歩道、交通標識等の交
通規制にかかる整備の推進については、引き続
き川西警察署を通じて県公安委員会に要望す
る。

道路管理課 ○

地域団体（自治会等）からの要
望に基づき、川西警察担当者、
要望者、当課の3者で効果的な設
置について現場検証を行い実
施。安全灯やカーブミラー、電
柱幕を設置し、安全の向上に向
けて、適時対応している。

設置物件

カーブミラー
…9箇所
安全灯
…153箇所
電柱幕
…80箇所等

カーブミラー
…47箇所
安全灯
…95箇所
電柱幕
…15箇所等

2
幼児交通安全クラ
ブ「うさちゃんク
ラブ」

毎月１回、交通安全教室を開いて、幼児の交通
事故の現状、幼児の行動（心理）特性、家庭に
おける幼児の交通安全教育の進め方等につい
て、実践的な教育活動を実施する。また、チャ
イルドシートの正しい着用についての啓発に努
める。

道路管理課 ○

交通弱者である幼児への交通安
全教室の開催とあわせ、ホーム
ページ、広報誌等も活用し、情
報発信も実施した。

交通安全教室参加
人数

1,646人 1,672人

1
乳幼児向け救急救
命法講習会の開催

乳幼児向けの救急救命法と心肺蘇生法の実技講
習会を開催し、子どもが事故にあったり、ケガ
をした場合の対処法を学ぶ機会を提供する。

子育て・家庭
支援課

◎

子どものケガや病気の対処法を
学ぶことは子育ての不安を解消
することになるため、土曜日に
開催する等の参加しやすい工夫
を行った。

開催数 4回 4回

2

市立保育所で、台風・風水害の気象状況に応
じ、緊急メールの送信により保護者に情報配信
し、安全な避難場所・経路・手段を選定し入所
児童の安全を確保する。また、火災や地震時に
職員・児童が必要な知識と自覚を持つため、対
応マニュアルに基づき避難訓練を実施する。さ
らに想定外の災害へも対応できるよう、緊急対
応カードの活用や緊急メール配信による訓練を
実施する。

こども育成課 ○

避難訓練（主に火災・地震・土
砂災害・不審者対応）は毎月実
施し、避難・誘導についてマ
ニュアルに基づき、対応訓練を
重ねている。今後は、緊急メー
ル配信による訓練や緊急対応
カードを整備し、保護者の防災
意識啓発を行う。

実施
保育所数

8所 8所

3

市立幼稚園で、「火災時」「地震時」「警報発
令時」等を想定し、避難訓練を計画的に実施す
る。保護者の引き取りや、地域住民との合同で
の訓練等も行い、自らの生命を守る意識の育成
を進める。

こども育成課 ◎

火災・地震・大雨などの災害に
おける避難訓練を定期的に実施
し、非常事態に際し、園児、教
諭共に冷静に避難する態度を養
うことができた。

実施
幼稚園数

9園 9園

4
かわにし安心ネッ
ト

「かわにし安心ネット」を利用し、災害情報や
防犯に関する緊急情報を配信する。

危機管理室
生活相談課

○
携帯電話やパソコンのメール機
能を活用し、災害情報や防犯に
関する緊急情報を配信した。

登録者数
5,350人

（平成29年3
月末）

5,293人
（平成28年3
月末）

5 生活安全事業

「地域の安全は地域で守る」という考えのも
と、生活安全推進連絡協議会にて情報交換を行
う等、警察をはじめ、市民や関連団体と連携
し、地域の安全確保に向けた取り組みを継続す
る。

生活相談課 ○

子どもの安全確保などを目的と
して、各小学校通学路等に防犯
カメラを設置したほか、生活安
全推進連絡協議会を開催し、生
活安全活動にかかる課題につい
て協議を行った。

継続 継続 継続

防災訓練の実施

①

②

施
策
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向
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6
こどもを守る110
番のくるま

迷惑行為、痴漢等の犯罪行為等の危険から子ど
もたちを守るため、市公用車や郵便局の車両等
にゴムマグネットまたはステッカーを貼り走行
する。

生活相談課 ○

公用車183台、郵便局車両185
台、市内事業者248台、自治会等
11台にゴムマグネットを貸与。
計627台

台数 627台 628台

7
こどもをまもる
110番のおうち事
業

児童・生徒の登下校時等における安全確保のた
め、ＰＴＡ・コミュニティ・諸団体の協力を得
ながら「こどもをまもる110番のおうち」の拡
充・整備を図る。

生徒指導支援課
(青少年センター)

◎

各小学校区において、子どもの
安全確保のために「こどもをま
もる110番のおうち」の旗などを
掲示し、活動頂ける一般家庭の
減少があるが、新規だけではな
く、継続できるようにしていき
たい。

箇所 1,898箇所 2,009箇所

8 学校安全協力員

校内及び通学路での子どもの安全を確保するた
め、保護者や地域住民の協力を得て、校門での
声かけや通学路での見守り、付き添いを実施す
る。

生徒指導支援課
(青少年センター)

◎

市内826名の地域住民が学校安全
協力員に参加し、7月に「学校安
全協力員交流会」を開催し、現
状と課題について交流できた。

人数 826人 884名

9 青少年育成事業

青少年非行の防止と児童・生徒の安全確保を図
るため、警察・学校・市民が連携協力し、補導
活動と学校外における安全確保に関する活動を
行う。

生徒指導支援課
(青少年センター)

○

補導委員が7地区に分かれ、地区
ごとの定期補導、特別補導を実
施し、声かけ等を行い、青少年
の非行防止と健全育成に取り組
んでいる。

声かけ 270回 264回

10
青色回転灯パト
ロール

警察の許可を得て、青色回転灯を装備した公用
車で小学校の通学時間帯を中心に市内を巡回
し、児童生徒の見守りを行い、その安全確保を
図る。

生徒指導支援課
(青少年センター)

○

定期巡回パトロール、緊急時の
パトロールを行い、見守り活動
を行ったが、昨年度より増加
し、105回となった。

回数 105回 101回

11
青少年育成市民会
議補助事業

市内７中学校区の青少年育成市民会議が、地域
の青少年健全育成に関わる団体の連携のもと、
地域のおとなの声かけ（あいさつ運動）・見守
り（登下校時の子どもの見守り）運動等を実施
する。

こども・若者
政策課

◎

市内7中学校区の青少年育成市民
会議が、青少年健全育成に関す
る情報交換や連絡調整、青少年
に対するあいさつ・声掛け運
動、講演会の開催、機関紙の発
行などを行った。

推進 推進 推進

12
保育所運営事業
（不審者の侵入へ
の対応）

児童の生命・安全を確保することを第一に考
え、職員間の連絡、通報、避難体制等を取ると
ともに、県警ホットラインを使用した訓練や川
西警察署生活安全課の協力による不審者対応訓
練を実施する。

こども育成課 ○
毎年輪番制で市立保育所2か所ず
つ実施しており、川西警察署の
協力のもと、実施できた。

実施
保育所数

2所 2所

13
保育所運営事業
（防犯システムの
拡充）

不審者の侵入を抑止し、保育所の安全を確保す
るため、モニター付きインターフォンの設置や
門扉のオートロックを設置している。また、夜
間及び休日は機械警備により、警備員の緊急出
勤を要請できるシステムを導入している。

こども育成課 ◎

人的な緊急出動要請を含めた機
械警備を各保育所に配置し、不
審者等の侵入を抑止し、予防対
策を行った。

保育所数 8所 8所

14
市立学校園運営事
業（防犯システム
の整備）

防犯カメラと夜間及び休日における機械警備を
整備し、幼児・児童・生徒のより安全な学校園
生活の推進を図る。

教育総務課 ◎

防犯カメラ及び人的な緊急出動
要請を含めた機械警備の各校園
校への配置を継続するととも
に、不審者等の早期発見と抑止
への予防対策を行った。

防犯カメラ設置台
数

各校園4台 各校園4台
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